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１．議事日程（第１日目） 

  （平成１８年度安芸高田市決算審査特別委員会） 

                             平成１９年９月２６日 

                             午前１０時００分 開会 

                             於  第１委員会室 

 １、開 会 

 ２、議 題 

 （１）認定第 １号 平成１８年度安芸高田市一般会計決算の認定について 

 

 ３、散 会 

 

 

２．出席委員は次のとおりである。（１９名） 

   委員    山 本 三 郎      委員    明 木 一 悦 

   委員    秋 田 雅 朝      委員    加 藤 英 伸 

   委員    川 角 一 郎      委員    塚 本   近 

   委員    赤 川 三 郎      委員    松 村 ユキミ 

   委員    熊 高 昌 三      委員    藤 井 昌 之 

   委員    青 原 敏 治      委員    金 行 哲 昭 

   委員    杉 原   洋      委員    入 本 和 男 

   委員    今 村 義 照      委員    玉 川 祐 光 

   委員    岡 田 正 信      委員    亀 岡   等 

   委員    渡 辺 義 則 

 

 

３．欠席委員は次のとおりである。（なし） 

 

 

４．委員外議員 

      議長    松 浦 利 貞 

 

 

５．安芸高田市議会委員会条例第２１条の規定により出席した者の職氏名（４３名） 

  市 長  児 玉 更太郎  副 市 長  増 元 正 信 

  副 市 長  藤 川 幸 典  総 務 部 長  新 川 文 雄 

  総 務 課 長  高 杉 和 義  総務課担当課長  森 川   薫 

  財 政 課 長  沖 野 文 雄  管 財 課 長  近 永 義 和 

  安全推進室主幹  宮 原 敏 治  総務課庶務係長  杉 安 明 彦 

  総務課庶務係担当係長  外 輪 勇 三  総務課人事給与係長  土 井 実貴男 

  安全推進室安全推進係長  行 森 俊 荘  財政課財政係長  広 瀬 信 之 

  自 治 振 興 部 長  田 丸 孝 二  企 画 課 長  竹 本 峰 昭 
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  企画調整係担当係長  大 田 雄 司  企画調整係主任専門員  福 井   正 

  会 計 管 理 者  立 田 昭 男  会計課審査係長  松 村 賢 造 

  会計課出納係長  西 岡 保 典  監 査 委 員  上 國 英 登 

  監査委員事務局長  佐々木   清  消 防 長  竹 川 信 明 

  消 防 本 部 次 長  広 政 康 洋  消防本部総務課長  久 保 高 憲 

  消防本部予防課長  児 玉 壽 徳  消防本部総務課消防団係長  横 田 清 次 

  消防本部予防課予防係長  中 迫 二三男  消防本部予防課指導係長  杉 田 昭 文 

  消防本部消防課消防係長  益 田 輝 喜  消防本部消防課通信指令係長  村 岡 静 明 

  消 防 署 長  高 松 勝 司  救 急 第 ２ 係 長  常 光 光 徳 

  八 千 代 支 所 長  槇 原 秀 克  八千代支所地域振興課長  岡 田 敦 男 

  美 土 里 支 所 長  清 水   勝  美土里支所地域振興課長  宮 本 八 郎 

  高 宮 支 所 長  近 藤 一 郎  高宮支所地域振興課長  岩 崎   猛 

  甲田支所長兼地域振興課長  垣野内   壮  向 原 支 所 長  田 口 茂 利 

  向原支所地域振興課長  南 部 政 美 

 

 

６．職務のため出席した事務局の職氏名（３名） 

  議 会 事 務 局 長  増 本 義 宣  議会事務局主査  児 玉 竹 丸 

  主 任  國 岡 浩 祐 
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   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午前１０時００分 開会 

○山本委員長  皆さん、改めましておはようございます。決算特別委員会に先立ちま

して、一言ごあいさつ申し上げます。 

 ９月12日の本会議におきまして決算特別委員会が設置されました。不

肖私が委員長に議員の皆様のご推挙を承りまして大変に光栄に存じてお

ります。もとよりその器でないということは十分承知いたしております

けど、今後皆様のご理解とご協力を得てこの決算特別委員会を進めてま

いりたいと思います。 

 本日から10月９日までの７日間の日程で決算審査を行います。 

 委員各位のご協力とご理解を賜り、慎重に審査をしていただき、円滑

な決算特別委員会を進めてまいりたいと存じますので、よろしくお願い

します。 

 また、執行部の皆さんにおかれましては、明快な説明、そして答弁を

いただきますようお願いいたしまして、委員長といたしましての一言の

ごあいさつとさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

 ただいまの出席委員は19名でございます。定足数に達しておりますの

で、これより決算審査特別委員会を開会いたします。 

 本決算審査特別委員会に付託された議案は、平成18年度安芸高田市一

般会計及び各特別会計決算並びに水道事業決算の認定の計13件でござい

ます。 

 審査は議案の番号順に行うべきとは思いますが、説明員の交代等進行

の便宜上、お手元の委員会日程のとおり各部局ごとに審査を進めたいと

思います。これにご異議ございませんか。 

  〔異議なし〕 

 異議なしと認め、さよう進行いたします。 

 本日の審査日程は、お手元に配付のとおりでございます。 

 本日は、委員会の初日でございます。 

 執行部を代表して市長からごあいさつをいただきます。 

 児玉市長。 

○児 玉 市 長  おはようございます。本日から平成18年度一般会計並びに特別会計

等についての決算審査をいただくわけでございます。 

 我々も誠意を持ってご説明をしていきたいと思いますが、いろいろご

意見を賜りながら、また新しい年度への参考にしていきたいと考えてお

ります。よろしくお願いします。 

○山本委員長  それでは、認定第１号、平成18年度安芸高田市一般会計決算の認定に

ついてを議題といたします。 

 まず、各部所管の決算の審査に入ります前に、18年度一般会計決算全

体の概要についての説明と、あわせて財政健全化計画及び総合計画実施

計画が配付されておりますので、その概要説明を求めたいと思いますが、

これにご異議ございませんか。 
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  〔異議なし〕 

 異議なしと認め、執行部の説明を求めます。 

 新川総務部長。 

○新川総務部長  平成18年度決算審査特別委員会の開会に当たりまして、決算の概要を

先般決算書と一緒にお配りをいたしております普通会計財政状況により

まして、ご説明をさせていただきたいと思っております。この資料に基

づきましてポイント的な形の中でご説明をさせていただきたいと思いま

すので、どうかよろしくお願いいたします。 

 まず、１ページをお開きいただきたいと思います。普通会計決算の主

な財政指標等を掲げております。 

 ここで言います普通会計とは、財政比較や統一的な掌握を目的といた

しまして地方財政状況調査上統一的に用いられます会計区分で、一般会

計と公営企業会計を除く特別会計との合計であります。 

 本市で言います普通会計に当たりましては、一般会計、またコミュニ

ティ・プラント整備事業特別会計、飲料水供給事業特別会計が普通会計

に含まれております。 

 左側に決算規模でございますが、少し黒く印刷いたしておりますが、

18年度決算、歳入総額につきましては221億8,446万3,000円で、753万

4,000円と、わずかながら増加をいたしております。 

 歳出総額につきましては218億7,011万6,000円で、前年度比較して

1.7％、3億5,684万9,000円増加しているとこでございます。 

 次に、歳入歳出差引額につきましては3億1,434万7,000円で、平成19

年度へ繰り越しました繰越財源1億969万6,000円を差し引いた実質収支

は2億465万1,000円の黒字となりました。18年度の実質収支から前年度、

17年度の実質支出額を差し引いた額であります単年度収支につきまして

は、2億1,537万3,000円の赤字になったわけでございます。また、単年

度収支に財政調整基金積立金3億5,836万9,000円を加算し、財政調整基

金取崩額5億4,000万円を差し引いた額である実質単年度収支につきまし

ては、3億9,700万4,000円の赤字となっております。 

 左の表の下の３段目、標準財政規模でございます。地方公共団体の一

般財源の標準的な規模を示すものでございまして、普通交付税の基礎指

標となる数値でございます。平成18年度は128億1,090万3,000円で、前

年度と比較いたしますと8,216万7,000円増加しておりまして、国庫補助

負担金の一般財源化に伴いまして基準財政需要額の経常経費の加算及び

公債費の交付税加算の増が増加の主な理由でございます。 

 右の表の１段目の経常収支比率でございます。この比率につきまして

は、義務的性格でございます人件費、扶助費、公債費のほか物件費、補

助費など歳出の経常経費に地方税、また交付金、普通交付税等の経常的

に収入される一般財源がどの程度充当されているかを見ることによりま

して財政構造の弾力性を判断するための指標でございます。ちなみに平

成18年度の経常収支比率につきましては、94.7％の前年度と同率となっ
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たわけでございます。 

 以下借入金の返済額に係ります比率でございますが、公債費比率につ

きましては19％、0.1％上昇いたしておりますが、公債負担比率につき

ましては24.9％で0.7％の上昇、また起債制限比率につきましては、

13.9％で0.4％の上昇と、長期借り入れの償還金の増加に伴いまして公

債費に係ります３つの財政指標はいずれも上昇をいたしておるところで

ございます。 

 また、17年度決算から公債費に係ります新たな財政指標といたしまし

て実質公債費比率が定められました。これには従来の普通会計の起債制

限比率であります交付税措置されました額を除いた地方債の元利償還金

に対する標準財政規模の割合に上下水道事業の公費負担、また一部事務

組合の借入金の償還費分の負担金などを加算した比率でございまして、

数値といたしましては17.9％と、前年度と比較いたしまして1.1％増加

いたしております。この指標が18％を超えますと起債の許可団体となり

まして、新たに地方債を借り入れる場合におきましては公債費負担適正

化計画、財政運営計画を策定した上で県の起債発行の許可を受けなけれ

ばなりません。25％を超えますと、一部地方債の発行が許可されなくな

る状況になります。積立金の現在高は16基金全体で58億846万9,000円で、

前年度と比べまして8,012万1,000円減少いたしております。また、財政

調整基金の残高につきましては、10億4,587万9,000円で、前年度と比較

して2,836万9,000円増加し、減債基金は9,577万3,000円で、前年度と比

較いたしまして12万2,000円増加いたしておるところです。 

 次に、普通建設事業の決算額でございますが、39億4,757万4,000円で、

前年度と比べまして3.9％、1億4,719万6,000円増加いたしております。

地方債現在高につきましては、347億5,085万4,000円で、地方債の償還

が借入金を上回っていますことから前年度に比べまして0.8％の減、2億

8,489万1,000円減少をいたしております。 

 続きまして、２ページをお開きいただきたいと思います。この２ペー

ジにつきましては、平成18年度の費目別の歳入決算と前年度の比較を掲

げております。 

 主な費目についてご説明をいたします。まず地方税の18年度決算につ

きましては33億9,211万3,000円で、前年度と比較いたしますと4,384万

円、1.3％のわずかながらも増加をいたしております。個人、また法人

市民税、軽自動車税、たばこ税等が増加したものの固定資産税について

は既存の家屋の減価償却によりまして減少いたし、また入湯税につきま

しても利用者の減によりまして7.5％減少をしております。 

 中段の地方交付税のうち普通交付税ですが、83億968万2,000円で、前

年度と比較しますと3,131万5,000円、0.4％減少しております。これは

公債費の増加に伴いまして基準財政需要額が増加したものの、三位一体

改革によりまして国からの税源移譲に伴う一時的な措置であります所得

譲与税の増加に伴いまして基準財政収入額が増加したことによりまして、
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結果的に普通交付税の交付基準額が減少したことが主な減少要因である

と考えております。また、普通交付税には、いわゆる赤字地方債でござ

います臨時財政対策債への振りかえ分が控除されておりまして、18年度

分の振りかえ分は前年度と比較いたしまして8,680万円、10.5％減少し

ております。臨時財政対策債と普通交付税を合算した額は前年度に比べ

まして1億1,811万5,000円減少しており、実質的な交付額はかなり減少

しているのが実情です。 

 次に、特別交付税ですが、8億1,118万7,000円、前年度と比較します

と3,788万5,000円、4.5％減少しております。このことにつきましては

特別交付税は合併後３年間の合併加算が措置されていますことから、平

成19年度以降は加算措置がなくなります。平成19年度はさらに減少を予

想されると考えております。 

 次に、使用料につきましては、前年度と比較しまして7,538万9,000円、

15.9％と大きく減少しております。これにつきましては美土里町の横田

診療所が、年度中途ですが、従前一般会計を通して医師に支払っており

ました診療収入に相当する経費を医師に直接収入したことによるもので

ございます。 

 国庫支出金は11億7,922万円で、前年と比較しますと1億1,868万6,000

円、9.1％減少しております。平成17年度、国の合併補助金の交付額を

消化したことと平成17年度に特別養護老人ホーム整備が終了したことに

よりまして民生費関係の補助金が減少、また道路整備費の補助金が前年

度に比べまして減少したほか、昨年の９月の災害によります土木施設災

害復旧補助金が増加しております。 

 県支出金につきましては19億9,845万6,000円で、前年度と比較いたし

ますと1億8,576万5,000円、8.5％の減少で、県の合併推進交付金の減少

が主な要因でございます。 

 次の地方債でございますが、30億5,320万円で、前年度に比べますと1

億4,190万円、4.4％の減少をしております。一般財源であります臨時財

政対策債及び減税補てん債等が9,930万円減少し、投資経費に充当する

一般地方債が4,260万円減少しております。 

 次に、３ページをお願いします。この表につきましては、歳入決算の

構成比をグラフ化したものです。平成18年度の歳入決算の構成比、地方

交付税が41.1％を占め、続いて地方税が15.3％、地方債につきましては

13.8％、県支出金については９％となっており、地方交付税に大きく依

存した歳入構成となっておるわけでございます。 

 続きまして、４ページお願いします。歳出の性質別経費の決算額を掲

げております。主な費目をご説明いたしますと、人件費につきましては

平成18年度決算は43億3,621万4,000円で、前年度と比較しますと7,580

万9,000円、1.7％減少しております。 

 続きまして、扶助費ですが、16億4,372万5,000円で、前年度比といた

しましては1,559万3,000円、１％増加しております。このことにつきま



7 

しては児童手当の増加が主な要因であると考えております。 

 公債費につきましては、39億7,981万8,000円、前年度と比較して

5,092万3,000円、1.3％増加しております。 

 物件費につきましては27億5,150万5,000円で、前年度比2億9,043万

2,000円、9.5％と大きく減少いたしております。節別で旅費が1,894万

7,000円、事業費が7,453万円、役務費が1,272万6,000円、備品購入費が

695万4,000円、委託料が1億5,684万6,000円で、それぞれ減額をいたし

ております。前年度に比べまして除雪委託費の減少、また診療委託費の

減など特殊要因もありますが、これら特殊要因を除くと経費節減等によ

りまして前年度と比べまして4.5％、1億4,000万円の経常的な物件費が

減少しておるというように考えております。 

 維持補修費ですが、2億758万3,000円、前年度比で132万3,000円、

0.6％増加しております。保育所施設等の維持補修がやや増加している

状況でございます。 

 補助費でございますが、16億3,568万4,000円で、前年度と比較いたし

まして4,643万7,000円、2.8％の減少いたしております。内容といたし

ましては、芸北環境施設組合への一部事務組合の負担金が4,571万5,000

円減少した関係、また農地災害補助金が2,413万6,000円増加いたし、施

設改修に伴う休業補てんとして支出をしました神楽門前湯治村支援費が

2,700万円増加しております。 

 繰出金でございますが、24億2,759万円、前年度比9,952万5,000円、

4.3％増加しております。上下水道特別会計への繰出金が7,910万2,000

円、国保会計繰出金が1,416万3,000円、介護及び老人保健特別会計繰出

金が626万円、それぞれの増額が原因です。 

 続きまして、投資及び出資金・貸付金ですが、470万4,000円、前年度

比で8,214万4,000円、94.6％減少しております。平成17年度の安芸高田

アグリフーズへの出資金1,130万円、上水道事業に係ります一般会計で

借り入れた出資債相当額の出資金2,000万円が減の要因です。 

 次に、積立金ですが、4億4,107万9,000円、前年度比で69.1％、1億

8,019万円の増額。歳計余剰金の２分の１相当額の財政調整基金の積み

立てなどによる増が主な原因です。 

 投資的経費でございます普通建設事業におきましては、補助事業費が

減少したものの第二庁舎と総合文化保健福祉施設の整備事業費の増加に

よりまして前年度と比べまして1億4,719万6,000円、3.9％の増加です。

39億4,757万4,000円となっております。 

 また、災害復旧費におきましては、平成18年９月に発生しました台風

13号の影響による災害によりまして前年度比に3億5,692万1,000円、

259.2％増加し、4億9,464万円となっております。 

 なお、主な増減理由を左の備考欄の方に掲げさせていただいておりま

すが、財政の弾力性を判断いたします経常収支比率の増減を掲げており

ます。 
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 まず、人件費に係ります経常収支比率につきましては、前年度と比べ

て0.2ポイント、物件費が0.7ポイント、維持補修費が0.1ポイント、補

助費等が0.2ポイントそれぞれ減少しております。合わせて1.2％減少し

ましたが、公債費に係ります比率が0.5ポイント上昇し、繰出金が0.7％

上昇し、結果的に経常収支比率につきましては前年度と同率の94.7％に

なったわけです。経費節減によります物件費等の切り詰め、また公債費、

また長期借入金の償還金が上昇しておりますことから、なかなか経常収

支比率を下げることができないのが現在の状況であると考えております。 

 次に、５ページをお願いします。性質別の歳出決算の構成比をグラフ

化したものです。平成18年度の決算の構成比につきましては、人件費の

割合が19.8％と最も高く、続いて公債費が18.2％、普通建設事業費が

18.1％、物件費が12.6％、繰出金が11.1％となっております。義務的経

費でございます人件費、扶助費、公債費の合計は、前年と比べまして

929万3,000円、0.1％減少し、決算構成比も46.4％から45.5％と、0.9％

の構成の割合で減少をしております。 

 続きまして、６ページをお開きいただきたいと思います。ここに掲げ

ております普通会計の目的別決算を掲げておりますが、平成18年度の目

的別決算構成割合につきましては、民生費が20.2％と最も高く、次いで

公債費18.2％、総務費が17.2、教育費が11.1％、農林水産業費が9.9％、

土木費が7.8％と続いております。主な増減理由につきましては、右の

摘要欄をごらんください。 

 続きまして、下の７ページにつきましては、合併後の目的別決算額の

推移です。ご参考にしていただきたいと思います。 

 続きまして、次の８ページをお開きいただきたいと思います。左の表

におきましては平成12年度から主な財政指標の比率の推移で、棒グラフ

が経常収支比率、折れ線グラフが公債費関係の比率をあらわしています。

いずれの数値も年々上昇しておりますが、平成12年度と比較しますと経

常収支比率が9.9ポイント、公債費比率が2.8ポイント、起債制限比率が

2.5ポイントそれぞれ上昇しておるような状況です。棒グラフの経常収

支比率につきましては、先ほど申しましたとおり歳入の市税、各種交付

金、普通交付税等の経常的に歳入されます経常一般財源が人件費、公債

費、物件費の経常的に歳出経費にどの程度充当されているかを示す数値

です。平成18年度におきましては、経常一般財源の総額の94.7％が経常

的に歳出に充当されており、残りの5.3％しか臨時的な施策経費に充当

できないことをあらわしております。一般的に95％が危険ラインとされ

ておりますが、起債制限比率につきましては交付税措置等の額を除いた

地方債の元利償還金の標準財政規模の割合で14％が危険ラインとされて

おり、安芸高田市におきましてはいずれの数値も危険なラインに迫りつ

つあるのが現状であると判断をしております。 

 右の表の財政調整基金、また減債基金を合わせた基金現在高と普通会

計における地方債残高の推移を掲げております。基金が年々減少するの
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に反比例して地方債の残高は年々上昇しております。６年間で基金は３

分の１に減少し、地方債現在高につきましては２割増加しておる状況で

す。 

 次の９ページをお願いします。平成19年度の普通交付税の算定額が確

定しておりますことから19年度、18年度の普通交付税の明細を記載した

ものでございます。普通交付税につきましては市町村合併後10年間の合

併加算措置である合併算定がえがありますことから、旧町別の算定方式

となるわけです。平成19年度の合併算定がえの普通交付税、左側の赤線

で囲ってあります交付額は80億8,356万7,000円で、合併加算された交付

確定額です。すぐ右側に市一本算定の交付額を掲げておりますが、合併

加算がない場合におきましては58億4,808万3,000円で、合併加算措置が

終了する平成31年度には現行の交付税制度が存続する仮定として現状の

交付額よりも22億円余り減少することとなります。 

 なお、平成19年度から普通交付税の制度改正が行われまして、従来の

基準財政需要額につきましては経常経費と投資的経費及び公債費に分類

をされておりました。今回は個別算定と人口、面積を基準とした包括算

定、及び公債費に変更されました。また、内容的に見ますと頑張る地方

応援プログラムとして魅力ある地方を目指して前向きに取り組み、行政

改革の実績を示す指標や行政改革の指標、農業算出額、製造品出荷額、

事業所数、出生率、転入者人口、小売業年間商品販売額、若年者の就業

率、ごみの処理量の９つの成果の指標が全国の類似団体等の標準以上に

向上した団体に対して、その程度に応じて交付税の基準財政需要額に割

り増し算定が行われております。また、地理的特殊事情等を考慮しまし

て国平均以上に歳出を削減している過疎地域等の市町村につきましては、

さらに割り増しの措置がされておるわけでございます。本市におきまし

ては、国の方が算出をしております数字につきましては平成19年度にお

きましては2億1,076万4,000円の地方応援プログラム加算が措置されて

おるというように算出をしております。 

 次に、下段の表ですが、及びグラフの普通交付税の推移を記載をいた

しております。 

 10ページお開きいただきたいと思います。10ページは、各種基金別の

現在高を掲げております。 

 下の11ページは、各基金残高の推移をグラフであらわしております。

特定目的基金のうち平成16年度に創設し、果実運用をしております地域

振興基金を除くほとんどの基金は減少傾向にあるわけです。 

 12ページをお願いします。会計別の地方債の現在高を掲げております。

中央の平成18年度末現在高は、一般会計が383億9,448万3,000円で、前

年度と比較しまして1億4,307万円の減少をしております。７つの特別会

計の残高につきましては、2億1,174万1,000円増加しております。132億

7,558万2,000円となりまして、一般会計、特別会計を合わせますと地方

債の残高につきましては516億7,006万5,000円で、前年度と比較します
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と6,867万1,000円増加しております。 

 次に、13ページの表でございます。普通会計の地方債現在高と借り入

れ先現在高を掲げております。左の表の地方債別の構成割合につきまし

ては、一般単独事業債が45.9％と最も高く、次いで過疎対策事業債

15.4％、普通交付税の振りかえ財源である臨時財政対策債が15.1％、辺

地対策事業債が3.6％というように続いております。 

 なお、区分５の一般単独事業債のうち細区分の合併特例債事業の残高

は、現在で75億1,093万1,000円、全体に占める割合につきましては

21.6％の構成比を見ております。 

 続きまして、14ページをお願いします。このページにつきましては、

本市と人口規模の同等な類似しております大竹市、竹原市、江田島市、

また近隣市の県北の２市、三次市、庄原市の財政状況をそこに掲げてお

ります。中山間地域に位置する県北３市につきましては、いずれも沿岸

部の市と比較しますと総体的に財政状況が悪い現状です。下の15ページ

は、経常収支比率、また起債制限比率の推移をグラフ化したものです。

平成16年度の三次市の経常収支比率が100％を超えておりますが、この

ことは三次市については16年４月１日の新設合併ということで平成15年

度の出納整理期間が存在しないこととなっておりまして、15年度未払い

分の経費を平成16年度の予算から過年度分として支出していたことから

比率が100％を超えた数値になったのではなかろうかと考えております。

沿岸部の大竹、竹原市と比較しまして県北３市は、いずれも数値の高い

比率を推移をしておる現状です。 

 続きまして、16ページお願いします。これは各市の18年度歳入歳出決

算の構成比を掲げております。決算額、構成比とも県北３市において緑

色で示しております地方交付税の依存度が沿岸部の大竹市、竹原市と比

較して高い状況にございます。 

 17ページですが、各市の歳出決算額と歳出の構成をあらわしておりま

す。本市を含め県北３市は、合併も一つの要因であります人件費、公債

費、また普通建設事業費の決算額が高い傾向が見られます。 

 続きまして、18ページをお願いします。これは各市の財調、また減債

基金の現在高と地方債現在高の推移を掲げております。 

 左の基金残高は、合併した４市においては５年前と比較して急激に減

少しておる現状がございます。 

 右の表の地方債の残高につきましては、当市を含め県北３市とも残高

が沿岸部の市と比較いたしますと突出した残高となっておるような状況

です。 

 下の19ページですが、各市の普通建設事業費の推移を掲載しておりま

す。 

 左の表は、過去４年間の普通建設費の推移ですが、単独市制を維持し

ております竹原市、大竹市につきましては総体的に事業費が少なく減少

傾向に見えます。 
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 また、本市と庄原市については、やはり合併後の普通建設事業費が半

減しておりますが、右の表の歳出決算に占める普通建設事業の割合を表

にあらわしたものです。 

 続きまして、20ページの表をお願いします。これは参考資料としてつ

けさせていただいておりますが、それぞれの団体の人口１人当たりの主

な歳入決算、歳出決算、地方債の現在高、基金の残高を掲げております。

いわゆる人口１人当たりの行政コスト的なものをあらわしたものです。 

 次に、22ページからにつきましては、本決算と同様の資料編としてあ

らわしております。平成18年度の会計別収支決算等を掲げております。

22、23ページの上段の表は会計別の予算の推移、下段の表につきまして

は会計別の決算収支額を記載しております。実質収支は、老人保健特別

会計を除きいずれの会計も黒字になっております。また、老人保健特別

会計の赤字につきましては、医療費に係ります歳入の国県補助金及び支

払い基金の医療費の交付金については制度上翌年度方式となっておりま

す関係上、19年度の歳入の過年度精算金として歳入されますことから、

平成19年度予算からの繰り上げ充用金により決算処理を行っております。 

 24ページは、各会計別収支決算の前年度の比較です。 

 25ページの上段の表につきましては会計別の歳入決算の収納率、下段

の表につきましては歳出の決算の執行率を掲げております。 

 26ページにつきましては一般会計の歳入歳出の決算額、27ページにつ

きましては一般会計節別の決算額と前年度の比較表です。 

 特徴的なものをご説明しますと、いずれにいたしましても１款の報酬

から４款の共済費、また人件費、いずれの節も前年度と比べまして減少

しておる現状です。18節の備品購入費につきましては18年度と比べまし

て5,400万余り増加しておりますが、このことにつきましては、平成18

年度に消防工作車及び高規格救急車の導入によりまして、１件100万円

以上の備品購入費でありますこれらの経費は、性質上普通建設事業費に

分類されます。なお、一般備品は、前年と比較いたしまして690万円減

少しております。19節の負担金補助及び交付金ですが、前年度に比較し

まして3億2,700万余り増加しております。平成17年度から繰り越し事業

でございました農畜産物の処理加工センター整備補助金5億3,858万

4,000円が主な増加理由で、その補助金につきましては性質別では普通

建設事業費に分類をしております。その他７節の賃金、８節の報償費、

11節の需用費、12節の役務費、13節の委託料、14節の使用料及び賃借料

などにつきましては、減少をしております。先ほど性質別経費の物件費

で申しましたが、除雪経費の減少等特殊要因を除いて行革に伴いました

経費の節減効果が決算にあらわれているものと考えております。 

 次に、28ページ、29ページにつきましては一般会計の款項別の歳入決

算、30ページ、また31ページにつきましては款項の歳出決算の一覧を記

載をしております。 

 32ページにつきましては、会計別の決算の未収金及び不納欠損額の状
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況を示しております。一般会計におきます未収金は、分担金及び負担金

につきましては、未収金が減少したものの合計で未収金が1,136万2,000

円増加する結果となっております。不納欠損処分額につきましても42万

9,000円増加しております。国民健康保険特別会計及び介護保険特別会

計につきましても、未収金につきましては増加します結果となっておる

わけです。上下水道の特別会計につきましては、浄化槽整備事業特別会

計を除く会計で未収金が減少しております。結果といたしまして、一般

会計、特別会計を合わせますと1,955万円余りの未収金が増加している

状況です。 

 19年度からの地方分権に伴います税源移譲によりまして国の所得税と

地方税の税率が変更になりました。地方税のウエートは増しておりまし

て、税の徴収率の向上はどの自治体も大きな課題の一つになっておりま

す。今後、16年７月から設置されております市税等の滞納整理対策本部

の組織によりまして一層強化し、収納率の向上、また市民の皆さんの負

担の公平に努めてまいりたいと考えております。 

 33ページからは普通会計決算カードを掲げております。 

 また、37ページからは主な財政の用語の記載をいたしたものでござい

ます。 

 以上、18年度の普通会計によります財政状況の概要の説明を申し上げ

ました。 

 次に、前回お配りをさせていただいております財政運営方針、また実

施計画等につきましては、お配りをいたしております資料に基づきまし

て、この時間をおかりして皆さんにご説明をさせていただきたいと思い

ますのでよろしくお願いします。担当課長の方から説明をさせていただ

きます。 

○山本委員長  沖野財政課長。 

○沖野財政課長  それでは続きまして、安芸高田市の貸借対照表及び行政コスト計算書、

こちらのご説明をいたしたいと思います。 

 この貸借対照表及び行政コスト計算書につきましては、新地方公会計

制度によりまして平成20年度決算から地方自治体の資産や負債の状況並

びに人的サービスや給付サービス、施設の維持管理など、資産形成につ

ながらない１会計年度内の行政サービスにつきまして貸借対照表及び行

政コスト計算書により作成することが総務省事務次官通達により要請さ

れておるとこです。 

 平成12年に総務省から示され、試行的に統一されています作成基準に

基づきまして合併後の安芸高田市における貸借対照表及び行政コスト計

算書を試算したところです。 

 なお、今後、新地方公会計制度研究会報告によりまして地方公共団体

財務書類作成に係る総務省方式の改訂モデルが示されて、本年度中に決

定される見込みとなっております。今後は、これにより改訂作業を行う

予定としております。 
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 主な改訂内容は、有形固定資産におけます償却年数の変更並びに普通

財産の売却可能額の資産計上、これらのことが予定されておる内容とい

うように聞いております。 

 次に、１ページをお願いします。目次を書いております。２ページ目

から10ページ目までが貸借対照表に係ります用語の説明並びに考え方を

記載しております。11ページ目に平成18年度の貸借対照表を記載いたし

ております。12ページ目から16ページ目までが附属書類といたしまして、

有形固定資産明細書から始まりまして前年度との比較の表をつけており

ます。17ページからが貸借対照表を活用した財務分析ということで掲げ

ております。19ページからが行政コスト計算書。23ページが行政コスト

計算書を載せております。25ページ目から目的別の行政コストというこ

とで、行政コスト計算書を活用しました財政状況の分析という目次にな

っております。 

 次に、２ページをお願いいたします。これまでの地方公共団体の財政

状況を分析する指標としましては、普通会計決算をもとといたしました

経常収支比率、公債費比率、財政力指数や類似団体別市町村財政指数の

ように地方公共団体をグループ化して比較分析する手法が用いられてお

ります。最近では、地方公共団体の資産や負債への関心が非常に高まっ

てきております。こうした中、先ほど申しましたように平成12年に試行

的ながらも貸借対照表の作成基準が統一されてきておるところです。こ

のため合併後の市の資産状況を明らかにするために今回試算したもので

す。 

 次に、３ページをお願いいたします。自治体の貸借対照表の概念を記

載いたしております。中段から下に表を掲げております。地方公共団体

は利益の概念を持たないということで、企業と公共団体を比べておりま

す。民間企業におきましては左側の借方におきまして資金を運用するの

に対して、地方公共団体は資産の状況を資産としてあらわす。また、右

側の貸方につきましては、民間企業は資金の調達に対しまして公共団体

は資産の形成方法、これには負債、正味財産、民間企業ですと利益等に

なりますが、地方公共団体の正味財産はこれまでの世代によって既に負

担された分というあらわし方になっております。 

 ４ページ目をお願いいたします。１として、対象会計範囲を決めてお

ります。これは対象会計範囲につきましては、新設合併前の旧高田郡６

町及び一部事務組合の普通会計を対象といたしております。安芸高田市

の普通会計につきましては、先ほど説明がありましたように一般会計、

コミュニティ・プラント事業特別会計及び飲料水供給事業特別会計で普

通会計が構成されておるところです。 

 ２のデータといたしまして、地方財政統計、いわゆる決算統計が電算

処理をされ始めました昭和44年度以降のデータを基礎数値として活用し

ておるところです。 

 次に、５ページをお願いします。３の作成基準日ですが、単年度ごと
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に作成するということで、平成18年度の作成基準日は平成19年３月31日

を期末としております。ただし、５月までは出納整理期間がございます

ので、この現金の収支につきましては基準日までに終了したものとして

作成をしております。 

 資産についてですが、中段に表を掲げております。１の有形固定資産、

２の投資等、３の流動資産というように資産をまとめております。 

 下段から有形固定資産について説明をしております。取得原価主義に

より評価をしております。また、これは定額法により減価償却し行政目

的別に区分表示をしております。 

 減価償却につきましては、６ページ右、下段の表に記載をしておりま

す。こちらの表の行政目的別並びに耐用年数によりまして減価償却をし

ておるところです。また、民間への施設整備補助金のように効果が長期

的に発現するものでありましても、その財産の所有が市に帰属していな

いものにつきましては、市の資産として計上はしておりません。 

 ７ページをお願いします。２の投資等ですが、（１）の投資及び出資

金としまして、下に掲げております出資金を計上しております。下段に

なりますが、（２）の貸付金につきましても下段と８ページ上段に掲げ

ております貸付金を計上しております。（３）の基金につきましても下

段に掲げております特定目的基金を計上しております。（４）の退職手

当組合積立金につきましては、広島県退職手当組合が保有しております

安芸高田市分の資産を計上しておるとこです。 

 ３の流動資産につきましては、（１）の現金・預金、これには流動性

の高い基金であります財政調整基金と減債基金を含んでおります。

（２）は、未収金として計上をしております。 

 ９ページをお願いいたします。貸借対照表の右側の貸方に掲げる項目

になりますが、負債といたしまして上の表に掲げております１の固定負

債、２の流動負債に分けて計上をしております。 

 １の固定負債につきましては、（１）の地方債としまして翌年度に予

定されております元金償還金を控除した額を計上しております。これは

地方債残高の元金部分のみを計上しておる内容となっております。

（２）の債務負担行為ですが、こちらは地方自治法上の債務負担行為の

限度額とは異なっております。①のＰＦＩ、いわゆる民間資金を活用し

まして公共施設を整備し、過年度その費用を負担していくというものが

該当しますが、本市にはございません。②の債務保証または損失補償で

すが、破綻によりまして負担する額が確定したものを計上することにな

っておりますが、こちらも現在はございません。（３）の退職給与引当

金といたしまして、年度末に全部の職員が退職したと想定し、必要な退

職手当の額を計上しております。 

 ２の流動負債ですが、（１）としまして翌年度償還予定額、これは１

年以内に償還が参ります起債の元金償還額を流動負債として計上をして

おります。10ページをお願いします。（２）の翌年度繰上充用額、これ
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は普通会計におきましてはございませんでした。 

 正味財産につきましては、これまでの税金や国県補助金などを財源と

しまして既に現在の世代が負担した額となっております。 

 具体的なバランスシートにつきましては、11ページとなっております。

19年３月31日現在のバランスシートでございます。左側、借方、上段に

資産の部を掲げております。中段より上に有形固定資産合計ということ

で796億1,348万9,000円の有形固定資産を計上しております。その上に

うち土地としまして148億3,943万7,000円を計上しております。 

 有形固定資産の内訳につきましては、12ページをごらんいただきたい

と思います。有形固定資産明細書ということで、一番下の合計をごらん

いただきたいと思います。費目ごとに分けまして先ほどご説明しました

定額法によりまして減価償却をしました残りの額を計上いたしておりま

す。取得価格といたしまして1,823億4,092万6,000円、昭和44年以来公

共投資を行ってきておるという内容になっております。現在までの減価

償却が1,027億2,743万7,000円でありますので、先ほどの796億1,348万

9,000円が有形固定資産として計上しております。 

 なお、土地につきましては、13ページに土地明細書をつけております。

こちらにつきましては減価償却はしておらず、取得価格で評価をし、計

上しておるところです。 

 また11ページにお戻りをいただきたいと思います。左側、借方の２の

投資等、先ほどの説明に基づきまして出資金、貸付金、基金等、また退

職手当組合の積立金の合計は57億2,387万4,000円。下段の方になります

が、流動資産といたしまして現金・預金、未収金合わせまして20億

1,893万円が流動資産の合計で、安芸高田市の総資産としましては873億

5,629万3,000円となっております。 

 次に、右側の貸方ですが、中段より上に負債の部を掲げております。

１の固定負債、（１）の地方債としまして、償還が予定されている元金

といたしまして315億1,256万5,000円。（２）の債務負担行為は、ござ

いません。（３）の年度末に職員が一斉に普通退職したと想定した退職

給与引当金の額は、45億1,956万8,000円。合わせまして固定負債としま

しては360億3,213万3,000円を計上しております。中段の流動負債は、

合計で32億3,828万9,000円。負債の合計としましては392億7,042万

2,000円となっております。 

 左側の資産から負債を引きましたのが正味財産で、正味財産としまし

ては480億8,587万1,000円という状況になっております。 

 次に、14ページをお願いします。先ほどのバランスシートには市の資

産としては計上しておりませんが、他団体に対しまして補助金、負担金

という形で支出しました資産の額を計上しております。昭和44年度以降

の累計額は185億3,531万7,000円という金額になっております。 

 続きまして、15ページ、16ページは、平成17年度の貸借対照表並びに

16ページにつきましては平成18年度との比較という形で記載をしており



16 

ます。 

 次に、17ページをお願いします。貸借対照表を活用した財務分析とい

うことで、上段ですが、社会資本形成の世代間負担率ということでまと

めております。正味財産の合計を有形固定資産の合計で割ることにより

まして世代間負担率が出てまいります。約60％が既に今までの世代によ

って負担された有形固定資産になるということがこれから読み取れる表

になってまいります。 

 18ページをお願いします。３の有形固定資産の行政目的別割合という

ことで、上の表はどの分野に資産形成がされたかということをまとめて

おります。中山間地に位置する安芸高田市では、主に生活インフラ整備、

農林業振興及び教育施設に重点投資されておるということがこの表から

読み取れる内容になっております。 

 ４の住民１人当たりの貸借対照表を中段から下に記載をしております。 

 次に、19ページをお願いします。こちらから行政コスト計算書になっ

てまいります。貸借対照表を作成したことによりまして市の資産、負債

の状況は今まで明らかになってまいりました。一方で、市の行政活動は、

資産の形成、いわゆる投資事業だけでなく人的サービスや給付サービス、

施設の維持管理など資産形成につながらない１会計年度内の行政サービ

スが多くあります。１会計年度内の行政サービスに係るコストを明らか

にするために、この行政コスト計算書を作成しておるという内容になっ

ております。 

 名称ですが、行政コスト計算書は企業会計の損益計算書に該当するも

のですが、地方公共団体は営利活動を目的としておりませんので、行政

コスト計算書という名前を用いております。 

 内容につきまして、企業の損益計算書では売り上げに対応する売上原

価を費用として算出しておりますが、地方自治体の場合は行政サービス

にどれだけのコストがかかっているのかを計算するものとし、資産形成

につながる支出を除いた現金支出に当該年度の減価償却費、不納欠損金

及び退職給与引当金といった非現金収入も加えて計算しておるところが

特徴となっております。 

 ３の分類ですが、一番下の表に大きく人にかかるコスト、物にかかる

コスト、移転支出的なコスト、その他のコストというように分類をして

おります。これらを年度ごとあるいは類似団体と比較することによりま

して行政コストがいかに移ってくるかということがわかる内容になって

おります。 

 20ページから22ページ目までが行政コスト計算書に係ります用語の解

説になっております。 

 続きまして、23ページをお願いします。こちらが総務省から示されて

おります行政コスト計算書の様式になっております。 

 下の24ページにつきましては、平成17年度の行政コスト計算書となっ

ております。 
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 数字が表になって並んでいるだけで大変わかりにくいと思いますので、

これを活用した分析について25ページからご説明をいたします。先ほど

の表につきまして目的別、費目別に並べた表が上段の表になっておりま

す。対前年度比で大きくふえておりますのが農林水産業費並びに災害復

旧費となっております。農林水産業費につきましては農畜産物加工処理

施設に係る国県補助金等を間接補助として市から行ったことによりまし

て、単年度的に18年度が大きくふえておるとこです。災害復旧費につき

ましては昨年の台風13号の接近に伴う集中豪雨による災害復旧事業、こ

れが大きく要因しておるところです。 

 下の表の性質別行政コストをごらんいただきたいと思います。まず人

にかかるコストとしまして、一番上に人件費を掲げております。対前年

度比で7,772万2,000円ほど減少しております。こちらの分析結果は、職

員数、普通会計としましたら19名減っておりますが、普通会計の職員は

減少しておるわけですが、平成17年度に行っておりました職員給与の時

限カットを18年度に解除したということで人件費の削減額が低額になっ

ておるという分析結果です。 

 次に、退職給与引当金繰り入れですが、こちらにつきましては4億687

万6,000円の増加となっております。人件費的には退職者の不補充によ

り減っておりますが、早期退職などの増によりまして一時的に退職給与

引当金繰り入れがふえておるという減少になっております。これは人員

削減時に起こり得る現象であるというように分析をしております。 

 次に、物にかかるコストですが、物件費といたしまして2億9,043万

2,000円、対前年度比で減少をいたしております。特殊要因を除きまし

ておおむね行革の効果によります削減額は、1億4,000万程度と見込んで

おります。維持補修費につきましては132万3,000円の増加、減価償却費

につきましても1億1,400万余りの増加となっております。 

 移転支出的なコストにつきましては、扶助費につきましては1,559万

3,000円、これは今後年々増加していくものと見込んでおります。補助

費につきましては、単独補助金などのカットによりまして4,643万7,000

円の減少、繰出金につきましては主に上下水道事業に7,910万2,000円を

繰り出しておる関係上9,952万5,000円増加をいたしております。普通会

計事業費、他団体への補助金等ということで3億4,348万5,000円ふえて

おりますが、こちらにつきましては農畜産物処理加工施設に係る国県補

助金、先ほどの農林水産業費がふえておるのと同じ理由で増加しており

ます。 

 その他のコストとしまして、災害復旧事業は台風によります3億5,692

万1,000円の増加、これらの内容となっております。この性質別行政コ

ストを年度ごとに分析することによりまして市の取り組み、行財政の効

果、これらをある程度大まかに把握できるものではないかと思っており

ます。 

 次に、26ページは、他団体と比較するに当たりまして財政規模が違い
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ますので非常にわかりにくいということで、住民１人当たりのコストを

出しております。一番下の表に他市との比較を出しております。１人当

たり安芸高田市は、平成18年度は59万9,000円、17年度の57万3,000円と

比べて若干ふえておりますが、性質別行政コストでご説明いたしました

ように災害復旧費など特殊要因により増加しておるものと考えておりま

す。ちなみに三次市の平成17年度、これは日本経済新聞に掲載されてお

ったものですが、51万1,000円、平成17年度の数値です。また、インタ

ーネットなどで調べました数値につきましては、類似団体として右側に

掲げております。いずれも17年度決算の数値ですが、類似団体の中でも

特によく状況が似ております島根県雲南市は56万3,000円で、ほぼ本市

と同程度の行政コストがかかっておるという分析結果になっております。 

 続きまして、27ページをお願いします。性質別の行政コストの人にか

かるコストや物にかかるコスト、これらを行政目的別に示しますと市の

行政活動において資産を活用するためにどれだけのコストがかけられて

いるのかということをおおむね把握することができます。上の表により

まして人にかかるコストの割合が消防が46.2％、総務費が19.13％、民

生費が14.64％と高い割合を示しております。いわゆる人にかかる労働

集約型の行政サービスということが分析できると思います。一方で、農

林水産業費などは1.数％と、非常に低い値となっております。有形固定

資産、資産をつくる割にはそれほど労働力の要らない行政サービスの分

野になっておるということが分析できます。 

 また、物にかかるコストの割合は、衛生費が47.51％と比較的高く、

ごみ処理に関しましては物をつくるコストが非常に高いということが読

み取れる内容となっております。以上で説明を終わります。 

○山本委員長  資料の説明中ですが、この際、11時30分まで休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午前１１時１５分 休憩 

      午前１１時３０分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  休憩前に引き続き会議を再開いたしますが、一言ちょっとご報告をい

たし、皆さんにご理解を賜りたいと思います。 

 児玉市長が公務のためこうしてこの席をきょうは外させていただくと

いうことでございますので、市長に対する質疑等につきましては、また

この決算審査委員会の中で答弁を求めるように考えておりますので、ご

理解を賜りたいと思います。 

 新川総務部長。 

○新川総務部長  先ほど委員長さんの方からご報告をいただきましたように、本日市長

の方が島根県の大田市におきまして国土交通省、また地域整備局等まち

づくり、住まいづくりに関する意見交換会が実施されることになってお

ります。市長は、本日12時よりそちらの方に行かせていただくようにな

っております。国のこうした事業等でございますので、意見交換という
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状況で、欠席することが難しいので、そちらの方に出席をさせていただ

いて、本決算審査特別委員会の方には欠席をさせていただくようになり

ました。 

 本日、先ほど来からご説明をさせていただいております行政コスト計

算、また後ほどご説明をさせていただきますが、財政運営方針なり、ま

た実施計画等につきまして本日ご説明をさせていただきたいと思ってお

ります。 

 先ほどから委員さんよりご指摘もいただいたわけですが、本日は説明

だけにさせていただいて、自治振興部の所管の中でもございますので、

あわせてあすまた皆さん方のご意見等も拝聴させていただきたいと考え

ておりますので、どうかよろしくお願いします。 

○山本委員長  ただいま総務部長に説明をしていただきましたが、あす27日の自治振

興部の決算審査委員会できょう説明をしていただきました中での市長の

質疑等を受けたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、会議を再開いたします。 

 沖野財政課長。 

○沖野財政課長  先ほど普通会計財政状況並びに安芸高田市の貸借対照表及び行政コス

ト計算書に基づきまして決算の分析をしてまいったわけですが、次に、

これらの決算分析に基づきまして財政運営方針・財政健全化計画、こち

らを作成しておりますので、説明をさせていただきたいと思います。 

 説明につきましては、財政課広瀬係長より説明をいたします。 

○山本委員長  広瀬係長。 

○広瀬財政課財政係長  それでは続きまして、財政運営方針・財政健全化計画についてご説明

を申し上げます。 

 運営方針・健全化計画、平成20年度から平成29年度、10カ年と表紙に

書いてある資料をお願いします。 

 １枚目をお開き願います。目次、計画書の全体的な構成ですが、初め

に現状の分析ということで過去の決算状況を振り返り、これまでの財政

運営を分析しております。それを踏まえて、このままの状態で推移した

場合の今後の財政収支見通しを推計いたしております。次に、財政運営

方針・健全化計画の基本的な考え方、また健全化へ向けた具体的な取り

組み、取り組み後の収支見通し及び財政指標の推計を掲げております。 

 続きまして、次のページをお開き願います。左のページにつきまして

は、国の動向、これまでの経緯、計画策定のいきさつ、また本計画の位

置づけを述べたものです。 

 右の１ページをお願いします。市の財政の現状といたしまして、合併

以降の決算規模を掲げております。中央の表をごらんください。歳入歳

出の決算規模につきましては、平成15年度中途の合併以降年々減少の傾

向にあります。中ほどの実質収支の額は、いずれも黒字で推移しており

ますが、その下の単年度収支の額及び一番下の段にございます実質単年

度収支額は合併以降赤字が続いているのが現状です。実質単年度収支に
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つきましては、単年度収支額から財政調整基金の積み立て、取り崩し等

を相殺した額をいいます。いわゆるその年度に収入された額でその年の

支出が賄えたかどうかを判断する数値です。本市においては合併以降単

年度の収入で１年間の支出が賄い切れていない、収支が不均衡な状態が

続いております。結果として、貯金を崩さなければ単年度の収入では支

出が賄えなかったことを示しております。何の対策を講じないままこの

まま実質単年度収支の赤字が続いた場合、貯金である基金が底をついた

時点で財政的に行き詰まる事態が生ずるおそれがあり、財政の健全化は

急務となっております。ただし、現実的には不用額が毎年２億円程度生

じておりますので、直ちに行き詰まるということはないと思われますが、

実質単年度収支が合併以降赤字を続けているということは当然健全な財

政とは言える状況ではございません。 

 続きまして、２ページをお開き願います。主な一般財源の推移を掲げ

ております。市税につきましては、合併以降微増で推移しております。

また、一般財源の総額につきましては、平成16年度以降は144億円程度

とほぼ同額で推移をしてきております。しかしながら、平成19年度にお

きましては前年度の決算と比較いたしますと現段階の見込みでは４億円

程度減少する見込みとなっております。 

 右の３ページについてですが、歳出の義務的経費等の推移を掲げてお

ります。人件費につきましては、退職職員の不補充などにより年々減少

をいたしております。 

 扶助費につきましては、平成16年度から合併に伴いまして市制の施行

により市の固有業務となりました生活保護費の加算の増加、また少子高

齢化の影響などにより年々増加をいたしております。 

 公債費につきましては、合併前後の旧町の事業推進に伴う地方債の発

行などにより償還額は年々増加いたしております。 

 また、義務的経費に準じます物件費につきましては、平成15年度の合

併年度におきましては合併に伴う電算システム構築費などの多額の臨時

的な経費を要しておりましたが、以降は年々減少の傾向にあります。 

 補助費等につきましては、合併以降年々減少いたしております。一方、

上下水道、国保、老人、介護保険等への繰出金につきましては、年々増

加の傾向にあります。 

 続きまして、４ページをお願いします。下のグラフの方で説明させて

いただきたいと思います。平成元年度からの普通建設事業費の推移でご

ざいます。青色の棒グラフが普通建設事業費で、赤の折れ線グラフが地

方債の償還額です。平成16年以降普通建設事業費は大幅に減少しており

ます。平成15年度と比較しますと半減しております。しかしながら、中

段の方に書いておりますとおり、人口規模などが類似しております県内

の大竹、竹原、江田島市などの団体と比較するとまだ普通建設事業費は

上回っているのが現状です。 

 なお、平成16年度以降、赤の折れ線グラフで示しておりますが、地方
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債の償還額が普通建設事業費を上回った状態となっております。また、

普通建設事業費のピークにつきましては平成７年度の107億2,000万円で、

この年度におきましては決算額の４割を普通建設事業費が占めておりま

した。 

 右の５ページにつきましては、簡易水道事業、下水道事業の建設改良

費の推移でございます。合併前の各町の事業推進に伴う投資的経費につ

きましては、地方債を主な財源としておりまして、この表が示すとおり

今後しばらくの間その償還費が年々増加する見込みでございます。 

 続きまして、６ページをお願いいたします。普通会計の地方債残高等

の推移でございます。下のグラフの方でご説明申し上げます。赤色の折

れ線グラフが地方債残高、左側の草色の棒グラフがその年度の地方債の

借入額でございます。右側の黄色の棒グラフは、その年度の地方債の元

金償還額でございます。 

 平成13年度から平成16年度まではこれまでに借り入れた地方債に対す

る元金の償還額よりも新たに起こす地方債の方が多かったため、地方債

残高は年々増加いたしておりました。普通会計におきましては平成16年

度が地方債残高のピークと予想しており、以降年々減少する見込みと考

えております。 

 しかしながら、将来負担の健全度を考慮いたしますと、中段にありま

すとおり人口１人当たりの地方債残高につきましては全国平均はもとよ

り全国の類似団体、これ113団体ございますが、また県内の市町などと

比べてもかなり高い数値となっております。 

 右の７ページの表は、簡易水道事業、下水道事業の地方債残高の推移

でございます。上下水道ともにこれまで地方債の残高は上昇を続けてお

ります。 

 本市の地方債残高の増嵩により、今後しばらくその償還費は増加いた

す見込みでございます。また、夕張市のように観光レジャー施設などの

過剰な投資、融資などと違い、本市の現在の地方債の残高につきまして

は、反面では社会生活の基盤整備、また社会資本の充実の結果とも言え

ると考えられます。 

 続きまして、８ページをお願いします。基金残高の推移を掲げており

ます。下のグラフが示しておりますとおり、財調、減債の基金の残高に

つきましては、合併前の平成12年度をピークに年々減少をしております。

平成16年度以降につきましては、歳計剰余金の２分の１相当額を基金積

み立てしたことにより辛うじて減少を食いとめているのが現状でござい

ます。また、その他の基金につきましては、平成16年度に合併特例債を

主な財源といたしまして地域振興基金を創設いたしております。 

 右の９ページにつきましては、経常収支比率の推移を掲げております。

経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する比率でございます。人件

費、公債費、扶助費、また物件費らの経常的な歳出に市税等の経常的な

収入がどの程度充当されているかをはかる指標です。この比率が高いほ
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ど投資的経費や政策的な経費に充当できる一般財源が少なくなることに

なり、財政構造の弾力性が失われていることになります。本市の比率に

つきましては、下のグラフが示しておりますとおり平成13年度以降急激

に上昇しております。これを見ておわかりのとおり、合併前を含めてか

つてないほど財政の硬直化が進んでおり、危険ラインとされる95％ぎり

ぎりに位置しておるのが現状です。 

 続きまして、10ページをお開き願います。公債費であります借入金の

償還の比率を示します起債制限比率、公債費比率の推移です。 

 右の11ページにつきましては、地方債の元利償還及び一時借入金利子

を含めた公債費の推移を掲げております。11ページで示しておりますと

おり、合併以降普通会計、簡水、下水、またその特別会計に充当してお

ります過疎辺地債の償還額もいずれも上昇を続けております。全事業を

合わせますと平成18年度の決算におきましては、平成15年度と比較いた

しますと12％の増、5億6,600万円の償還額が増加しております。 

 普通建設事業費の項でもご説明申し上げましたとおり、合併前後の旧

町の事業推進に伴う地方債の借り入れによりまして今後もしばらく償還

額は上昇する見込みです。それに比例しまして公債費の比率を示す各比

率も地方債の償還のピークを迎えるであろう平成22年度前後まで上昇す

る見込みです。 

 また、平成17年度の決算から新たな指標として加えられました実質公

債費比率につきましては、1.1％の増加しまして、平成18年度決算は

17.9％となっております。 

 続いて、12ページをお願いします。12ページにつきましては、近い将

来起こり得る深刻な問題でございますし、また克服、解決すべき課題で

もございます普通交付税の合併特例加算の終了についてです。下の表で

ご説明申し上げます。下の青色が普通交付税の一本算定といいまして、

合併特例がない場合の、これは平成19年度の数値を記載しております。

これが58億4,500万でございます。 

 上の黄色の区分が合併特例加算分で22億4,000万円余り、平成19年度

の交付額は80億8,400万円、交付額の約３割が特例加算分となっており

ます。 

 交付税につきましては、合併後10年間は合併特例により旧６町が存在

したと仮定して加算措置されます。その後５年間で段階的に縮減されて、

16年目で加算の措置が終了します。本市におきましては、平成25年度ま

では満額の合併加算措置がございますが、現行の交付税の制度が続くと

仮定しても平成26年度には前の年と比べて2億2,400万程度減少いたしま

す。以降毎年５億円近く減少し、平成31年度からは現在の額と比較しま

すと単年度で22億4,000万近く減少することとなります。 

 今後これほどの額の歳入財源の確保は相当困難であると思われること

から、歳出経費のさらなる縮減については必定と考えられます。 

 右の13ページにつきましては、財政健全化法についてでございます。
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本来従来の地方公共団体の自主申告的な財政再建から客観的な財政指標

を基準とした財政健全化法が制定され、平成21年度から適用されること

となっております。 

 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率

の４つの健全化判断比率を基準としたものでございます。この比率が早

期健全化基準以上の場合には財政健全化計画を定めた上で健全化に取り

組まなければならないとされております。 

 また、その比率が財政再生基準以上になった場合は、財政再生計画を

定めた上で、いわばかつての財政再建団体ですね、現在の夕張市のよう

に国の監視のもとにおいて財政の再生を図らなければならないこととさ

れております。 

 今後これらの指標にも十分留意した計画的な行財政運営が必要となり

ます。基準が平成20年度の決算数値となることから、これから始まりま

す平成20年度の予算編成の時点でこれらを見据えた措置が必要となって

まいります。 

 続きまして、14ページをお開き願います。14ページは、財政的には直

接的なかかわりはございませんが、本市の人口の推移を掲げております。 

 しかしながら、人口の推移につきましては、今後の政策を決定する上

で大きな要因の一つでもございます。また、財政的な面におきましても

人口の増減については収支に大きな影響を及ぼすものであると考えてお

ります。 

 中ほどに人口の推移を掲げております。平成17年度の国調人口は3万

3,096人。前回と比べますと1,343人、3.9％減少しております。40年前

と比較しますと9,750人、22.8％も減少しております。国の推計により

ますと、今後も国の総人口は減少傾向にあるとされており、本市におい

ても今後さらに少子高齢化・過疎化が進むことが予想され、生産年齢人

口の減少による税収の伸び悩み、高齢化による社会保障費の増加が懸念

されるところでございます。 

 右の15ページにつきましては、年齢別人口構成、人口ピラミッドの推

移を掲げております。 

 全国的な傾向ではございますが、人口の減少、少子高齢化につきまし

ては本市にとってもかなり深刻な問題となっておりまして、今後これら

の施策に対応する経費が増加することが予想され、今まで以上に内部管

理経費の削減等を行って、これらの政策的経費に充当する財源の確保が

必要になってまいるものと考えられます。 

 続きまして、16ページをお願いします。16ページから資料といたしま

して、16ページ、17ページが普通会計決算、過去25年間、四半世紀の決

算規模を掲げております。 

 続いて、18、19ページは歳入決算の推移、また20ページ、21ページに

つきましては歳出決算の推移、22、23ページは過去20年間の主な財政指

標の推移を掲げております。 
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 続きまして、24ページをお願いします。これまでの財政運営、過去の

決算状況を振り返って今後の財政収支見通しを推計したものでございま

す。推計の期間、平成20年度から25年度まで、また健全化後の収支見通

しにつきましては交付税の合併加算の終了する平成31年度までを普通会

計ベースで平成18年度決算、また平成19年度予算をベースに試算をして

おります。また、投資的経費に充当可能な一般財源を推計するため、歳

入歳出において投資的費用とその他の一般費用を分けて計上いたしてお

ります。なお、費目別の推計の考え方は、24ページの下記のとおり推計

しております。 

 右の25ページが、健全化方策前の現状における財政収支見通しでござ

います。ちょっと表が見づらくて申しわけないですが、平成19年度を例

にしてご説明を申し上げます。上段の歳入、左側に黄色で囲ってありま

すものが投資的経費の充当財源を除いた歳入予算額です。平成19年度に

つきましては、上の歳入小計ということで170億9,300万円です。一方、

その下の青い色で投資的経費を除きました一般歳出の小計２とあります。

これ平成19年度が172億4,900万、その下にありますとおり、この時点で

収支が1億5,600万円不足しているのが現状でございます。19年度の投資

的経費、下にありますが、ゼロにしても市税や交付税などの一般財源で

経常的な一般歳出が賄えていないというのが現状です。同様に平成20年

度以降もこの状態が何もしない場合続くと予想されます。平成19年度の

その下にあります投資的経費の収支、歳入Ａとありますが、投資的経費

に充当する地方債や国県補助金などの特定財源は25億円です。一方、下

の歳出Ｂ、投資的経費の総額は26億9,400万円となり、その下にあると

おり投資的経費に充当の一般財源は1億9,400万円となります。 

 上段の一般的な歳出に不足する財源1億5,600万円、それに投資的経費

に必要な一般財源1億9,400万円を合わせますと平成19年度におきまして

は、赤の二重線で囲ってあります合計収支が3億5,000万円不足している

状況にあります。このため平成19年度においては当初予算におきまして

収支不足分の財源として財調基金を3億5,000万円取り崩しているところ

です。これと同様に平成20年度以降もこのまま何の方策も講じない場合、

このままでいけば繰越金が生じないと仮定した場合、財政調整基金がな

くなります平成21年度以降については予算編成が困難になるおそれがあ

ります。そのために今まで以上のさらなる財政健全化への取り組みが必

要となってまいります。 

 続きまして、26ページをお願いいたします。財政運営方針と財政健全

化計画の基本的な考え方でございます。計画の期間につきましては、平

成20年度から平成29年度までの10カ年の計画としております。目標につ

きましては、現状の財政収支見通しで見込まれる財源不足の解消、財政

の弾力性の改善、実現可能な市総合計画・実施計画の策定及び実施、持

続可能な財政運営の確立の４本柱といたしております。 

 27ページからは、具体的な取り組みとして歳入財源の確保対策を掲げ
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ております。１といたしまして収納対策の強化として市税等収納率の向

上、２番目に遊休地の処分等未利用地の処分・貸し付け等の有効活用、

３点目に使用料・手数料などの見直しによる受益者負担の適正化、４点

目が企業広告の導入などによる新たな財源確保策の検討、また５点目と

しまして退職手当債の活用による歳出の人件費の平準化などを掲げてお

ります。 

 続きまして、28ページをお願いします。歳出の削減対策でございます

が、初めに内部努力の徹底による人件費の抑制、内部管理経費の削減、

また職員の意識改革による政策立案能力などの資貭の涵養等人材育成な

どによる職員の資質の向上を掲げております。 

 29ページからは施策の見直しということで、事務事業の見直し、補助

金等の見直し、民間委託等の推進、契約事務の見直し、三セク・外郭団

体等の健全化、その他の事業としまして予算規模は縮小しても事業効果

につきましては維持、また増大させていくよう創意工夫した上での事務

事業の見直しを掲げております。 

 30ページをお開き願います。30ページにつきましては、投資的事業の

見直し、公営企業の健全化、公債費の抑制を掲げております。 

 31ページからにつきましては、その他の取り組みとして、職員の節約

意識を高める仕組みの導入、財政状況の開示、行政評価システムの導入、

行政改革集中改革プランの実施と検証、地方分権・権限移譲への対応、

新たな公会計制度への対応を掲げております。 

 32ページをお開きください。健全化方策の目標とする効果額を掲げて

おります。歳入確保対策として、市税等収納率の向上、新たな歳入確保

策の検討、そのほか頑張る地方応援プロジェクト事業の推進に伴う交付

税の増加、また基金収益の増収など今後10年間で7億3,400万円の歳入の

増加を目標としております。 

 右の33ページにつきましては、歳出の削減目標として、内部努力の徹

底によるものが7億4,900万、その他施策の見直しによるものが14億

6,900万、歳入歳出合わせて29億5,200万円の効果目標を掲げております。 

 34ページをお開き願います。健全化方策取り組み後の財政収支見通し

を掲げております。一番下の方の赤の二重線にありますとおり、今後し

ばらく収支が不足する状態が続きますが、財政調整基金で取り崩しで対

応を考えております。計画４年後の平成23年度には収支の均衡にめどを

つけて、25年度からは収支不足を解消することを目指しております。 

 なお、35ページに赤の二重線で記載しておりますが、普通交付税の合

併加算の減少により平成28年度から収支が不均衡な状態を迎えて、収支

不足の第２波が訪れます。なお、交付税加算の終了する平成31年度以降

につきましては、人件費及び公債費の減少により収支は均衡する見込み

といたしております。 

 続きまして、36ページをお願いします。財政指標の決算見込みを推計

したものです。下のグラフで説明いたしますと青の棒グラフが経常収支
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比率、青色の折れ線グラフが起債制限比率、また赤色の折れ線グラフが

実質公債比率の推移を推計したものです。 

 経常収支比率につきましては、依然として高い数値で推移しますが、

平成23年度以降は徐々に改善して弾力性は徐々に回復傾向に向かう予定

です。しかしながら、先ほど申し上げました普通交付税の合併の特例加

算が平成26年度以降から段階的に減少するため急激な回復は望めないの

が現状です。 

 また、公債費に係る比率につきましても平成22年度に地方債の償還の

ピークを迎える見込みであることから今後しばらく上昇を続けます。ま

た、先ほどご説明申し上げましたとおり、既に借り入れを行っている地

方債の元利償還が多額であるため短期間での急速な改善は望めませんが、

高利な政府資金の繰り上げ償還、借りかえ、また交付税措置のあるより

有利な起債の選択、また新たな借り入れの抑制を行いながら少しでも早

く数値の改善を図りたいと考えております。 

 最後に、右の方にはまとめとしまして、市民の皆様の市財政に対する

率直な思い、財政的な面における合併の経緯、これからなし遂げなけれ

ばならない財政的な事項、また今後の方向性を述べたものでございます。 

 以上で財政運営方針・健全化計画の説明を終わります。よろしくお願

いします。 

○山本委員長  この際、13時まで休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後０時０５分 休憩 

      午後１時００分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 続いて、説明を求めます。 

 沖野財政課長。 

○沖野財政課長  それでは、お手元にお配りしております財政運営計画につきましてご

説明をいたします。 

 まず、表紙をごらんいただきたいと思います。午前中にご説明しまし

た安芸高田市財政運営方針及び財政健全化計画とこの財政運営計画並び

に後ほど説明します総合計画の実施計画の関係を書いております。矢印

で３つを囲っております。運営方針及び財政健全化計画、この数値は財

政運営計画、黒で網かけをしております今からご説明いたします数値と

一致しておる内容となっております。また、この数値は実施計画、こち

らの計画の数値とも整合性を持たせた内容としております。 

 １ページ目をお願いします。推計方法についての概要でございますが、

１の計画の目的としまして、先ほど表紙で説明しましたように財政健全

化計画、財政運営計画、実施計画をリンクさせた内容となっております。

この計画は、長期の財政運営に関し財政運営と事業実施計画の両面から

検討を行うために作成したものです。後ほど数字をご説明しますが、
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1,000円単位にまとめました金額で実際に幾らの財源が不足するか、こ

ういった内容を取りまとめたものになっております。 

 ２の計画策定方法ですが、普通会計につきまして歳入歳出を現状及び

過去の実績、今後の変動要因等を勘案するとともに、行財政改革による

目標効果額を考慮し、実施計画を実施した場合におけるいわゆる一般財

源の過不足を推計するという形にしております。 

 （１）で、このために歳入推計に基づきましては、平成20年度以降の

投資的事業費に係る国県補助金及び地方債などは見込んでおりません。

歳出におきましても平成20年度以降の投資的事業費を見込んでおりませ

ん。これらの歳入歳出の一般財源の額を差し引きすることによりまして、

結果といたしましては平成20年度以降において投資的事業を一切行わな

いと仮定した場合の一般財源の余裕額を投資的経費充当可能一般財源と

して一たん推計をしております。 

 次に、平成20年度以降の事業実施計画に基づき事業を実施した場合、

必要な一般財源を計画事業に必要な一般財源として算出をしております。

投資的経費充当可能一般財源から計画事業に必要な一般財源を減じた額

を一般財源の過不足という形で推計をしております。なお、一般財源の

不足額につきましては、財政調整基金の繰り入れを予定しておる内容と

しております。また、この計画は、翌年度以降の予算編成を拘束するも

のではないということを記しております。 

 ３の計画期間ですが、通常の財政計画は余り長期にしますと変動要因、

制度の改正等によりまして後半の推計値に誤差が生じることが多くなっ

ております。このため３年から５年スパンで行われるのが通常の形です

が、本市では午前中に説明しましたように平成22年度に起債償還のピー

クが達するということで、それ以後の財政状況が把握できないというこ

とから10年間を推計をしております。ただ、後半につきましては非常に

制度の改正等に誤差が大きいということから合併特例債の経過措置に伴

います地方交付税の減少や人件費、これらの動向に主眼を置いて推計し

ておる内容となっております。 

 ２ページ目ですが、計画範囲としましては普通会計としております。

なお、特別会計に伴います事業の一般財源、起債の後年度に係る公債費

を繰出金と、一般会計から繰り出しするという形で考慮しております。 

 ５番目の歳入項目推計、６番目の歳出項目推計につきましては、次の

ページからご説明をいたします。 

 それでは次に、７ページ、８ページをお願いします。３の歳入推計と

しまして、①で投資的経費に係る財源を除いたものということで推計を

いたしております。市税等から始まりまして、交付金、交付税、その他

の収入、地方債、歳入というように推計をしております。なお、右端の

摘要欄に仮定を記載しておりますが、この仮定につきましては午前中に

ご説明しました財政健全化計画の仮定と同一のものでございます。 

 次に、②といたしまして投資的経費に係る財源ということで、平成19
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年度までは投資的経費に係る財源を見込んだものを入れておりますが、

20年度以降は抜いております。すなわち平成20年度以降投資的事業を一

切行わなかったと仮定した場合の歳入推計をここで出しておるものでご

ざいます。 

 合計といたしましては、一番下の赤で囲っております数字になってま

いります。ちなみに平成20年度の歳入推計は、168億8,541万8,000円と

なっております。 

 次に、９ページ、10ページをお願いします。４の歳出推計といたしま

して、①で、こちらも投資的経費を除いたもので推計をしております。

中段の②の投資的経費、こちらも平成20年から抜いております。したが

いまして、平成20年度以降投資的事業を一切行わなかった場合を仮定し

まして、３の歳出合計、赤で歳出の推計をいたしております。なお、こ

ちらにつきましては平成19年度までに行いました投資的経費のいわゆる

起債の償還費、これらは見込んでいる内容となっております。 

 次に、３ページ、４ページをお願いします。１の総括表といたしまし

て、一番上に歳入を掲げております。赤で歳入総額と書いてあります箇

所は、先ほど歳入の欄でご説明しました数値をこちらに載せております。

その下に安芸高田市行政改革による目標効果額ということで午前中の財

政健全化計画でもありました目標効果額を年度に従いましてここに掲げ

ております。ちなみに平成20年度でいいますと、２の安芸高田市行政改

革推進による歳入効果目標額5,100万円、その他特別交付税の効果目標

3,000万円は頑張る地方応援プロジェクト応募に伴う特別交付税を見込

んでおります。 

 ４のその他、基金運用の効果目標、こちらにつきましては地域振興基

金の運用益を上げようということで1,100万円見込んでおります。二重

の四角で、二重線で囲っております行政改革対策後の歳入計、平成20年

度は9,200万円、その下の黄色が行政改革対策後の歳入総額を掲げてお

ります。黄色の下の白抜きの箇所ですが、一番下にうち歳入一般財源合

計(a)と書いております。平成20年度でいいますと139億8,996万9,000円、

これが歳入の一般財源として見込まれる数字ということで記載をしてお

ります。 

 次に、歳出ですが、こちらも同じように先ほど説明しました歳出推計

の額を赤で書いております。同じようにその下に行政改革による目標効

果額ということで、平成20年度でいいますと二重線の2億3,714万6,000

円の減額を見込んでおります。その下の歳出合計は、同じく黄色で平成

20年度は169億1,978万円、うち一般財源合計は(b)の139億3,233万1,000

円を平成20年度で見込んでおります。 

 一番下の欄ですが、いわゆる歳入歳出の一般財源の合計を差し引いた

金額でございます。いわゆる平成20年度の見込みでは一般財源の余裕額

が5,763万8,000円あるということでございます。これを財源といたしま

して投資的経費に振り向けられる一般財源、行政コスト計算書でもご説
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明しましたとおり１年間の行政サービスのコストをサービス水準を引き

上げるとこの一般財源は充当するという結果になってまいります。 

 次に、５ページ、６ページをお願いします。先ほどの数値は、投資的

事業を一切行わないと仮定した場合の一般財源を出しておりました。次

に、こちらは計画事業費、投資的事業を実施した場合に一般財源は幾ら

要るのかというものを推計した内容になっております。 

 ①の計画事業費ということで、後ほど説明されます実施計画の年度ご

との事業費を黄色の欄で掲げております。平成20年度で申しますと21億

7,747万4,000円の事業費を見込んでおります。以下平成21年度52億

1,237万4,000円という数字を見込んでおります。その下の白抜きの数値

ですが、建設事業を行いますと当然必要な一般財源が生じてまいります。

起債充当率、国県補助金を除いた後の起債充当、その後の一般財源の額、

また事業をやりますことによりまして後年度の起債の償還に要します一

般財源、またこの起債の元利償還には地方交付税措置が講ぜられますの

で、それを除いた額を米印の４番で一番下に書いております計画事業費

に必要となる一般財源の額、平成20年度で申しますと２億1,774万1,000

円となっております。 

 次に、②の投資的経費充当可能一般財源、これは前段３ページ、４ペ

ージの一番下に掲げておりました投資的事業を一切行わなかったと仮定

した場合の一般財源の余裕額でございます。 

 したがいまして、③の一般財源の過不足、これはグリーンで囲ってお

りますが、一般財源の余裕額から投資的事業に要します一般財源、これ

を差し引きしたものは平成20年度で1億6,010万3,000円一般財源が不足

する、平成21年度は1億8,039万2,000円が不足するという結果が出てお

ります。合併特例債の借入期間は平成25年まででございまして、先ほど

の健全化計画にもありましたように有利な起債を活用しながらやるべき

事業はやり、平成25年は1億221万5,000円の一般財源の余裕額を出す。

いわゆる実質単年度収支を黒字に転換する目標年度を平成25年というこ

とで見込んだ数値を記載をしております。 

 ④の一般財源の調整項目としまして、不足額につきましては財政調整

基金の取り崩しを見込んでおります。その下の黄色で囲っておりますと

ころが年度末の財政調整基金の残高の見込みとなっております。なお、

あくまでも推計でございますので、今後の退職手当組合の積立金、これ

らの率が今後改正される予定も聞いております。これらによりましては

若干の数値が動くこともあるということでご理解をお願いしたいと思い

ます。 

 以上で財政運営計画の説明を終わります。 

○山本委員長  続いて、説明を求めます。 

 田丸自治振興部長。 

○田丸自治振興部長  それでは、お手元の方に安芸高田市総合計画（実施計画）をお届けし

ておりますので、ごらんをいただきたいというふうに思います。 
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 実施計画の構成ですが、表紙をはぐっていきますと計画策定の基本方

針、それから第２章に行きまして具体的な事業を網羅しました実施計画

という形にしております。 

 ２ページ、３ページに行きまして、基本方針について記載しておりま

すけども、ポイントについてご説明をまず申し上げたいと思います。行

政運営をしていく場合には、長期、いわゆる安芸高田市でいえば安芸高

田市総合計画を策定をします。これは地方自治法において定められてお

るものでございまして、これにつきましては構想という、つまり大枠を

示したもの、大体おおむね10年程度でありますが、それとそれから基本

計画、大体これは５年前後と言われていますが、そういったものを定め

て、これにつきましては構想については議会の議決をいただくというこ

とで自治体の長期的な行政の方向性というものを定めて経営するもので

あります。 

 実施計画というのは、本来ならばこの間は行政の内部の文書というふ

うなことでございましたけども、今日のいわゆる情報公開であり、また

は説明責任を果たしていくということの中でこうした細かい事業につき

ましても議会並びに市民の皆さんに公開をして、そして市の具体的なや

はり運営の進め方についてご理解をいただくということにしておるもの

でございます。 

 今回の実施計画ですけども、この総合計画を総合的・効率的に推進し

ていく、そういったことのために、今回は下段で規定しておりますよう

に５年間でありますけども、５年間で実施します事業を精査・策定をし

たものであります。先ほど財政健全化計画等々でもご説明ございました

けども、この計画は財政の計画と、それから行財政改革の実施計画、こ

のいわゆる３本がリンクをされて初めて実効性を持ってくる、こういっ

たものでございます。そういった意味では、この３つの計画を連携をさ

せて常に管理をしながら行政運営をしていく、こういったことは必要な

んだろうと考えております。 

 各年度の具体の状況を見てみますと、この計画は予算編成及びその執

行の指針となるものでありまして、毎年度予算編成が終了しますと、そ

れにあわせてこの計画は当然数値がどんどん変わってまいりますので、

したがって計画のローリングをし、さらにそのローリングに基づいて財

政の運営計画等々も見直しをして、将来にわたって行政並びに財政をど

のような方向に進んでいくのかということを常に明らかにするものでご

ざいます。 

 第２節で計画の期間としておりますが、先ほど申し上げましたように

５年間であります。これは一つは、財政推計をしていく場合、通常３年

程度が実施計画の計画期間というふうになっておりますけども、こうし

た財政推計をしていく場合には、やっぱり３年という期間では非常に短

いということがございますので、安芸高田市におきましてはあえて５年

という期間を設定をしております。と同時に、今継続してる事業等もご
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ざいますので、そういったところもある程度明らかにしていくという必

要があるだろうということの中で５年間としたものであります。 

 対象の事業ということにしておりますけども、本市が事業主体または

関係団体というふうにしておりますが、つまり広島県等々にしていただ

いて負担金等必要な事業がございますけども、そういったものも組み込

んでおるとこです。 

 それからなお書きで記載しておりますけども、非常に厳しい財政状況

の中で毎年ローリングを行っていくわけでありますけども、当然時代の

流れの中では新しい政策的な課題というものも生じてまいりますので、

したがって、ここに記載してあることが将来にわたって担保されたもの

ではないということでご理解をいただきたいと思います。現在の段階で

このような事業を実施していく、そういう計画であるということであり

ます。 

 計画策定の考え方でございますけども、基本的にはまず先ほどご説明

ありましたように投資的経費に回せる一般財源極めて少ないということ

の中で、いわゆる行財政改革、これをやり切っていく、こういったこと

を前提にしております。そうした中でハード事業につきましては、現在

継続している事業を完成させるということが一つの柱でありますし、新

規事業につきましては緊急性、必要性の高い事業を中心に選択を行うと

いうことにしておるとこであります。 

 一方、ソフト事業につきましては、概算事業費を明示をしております

けども、毎年度行財政改革の実施計画、このことを見直すことによりま

して変化をしていく、こういうことでございます。 

 ４ページには、施策の体系ということで、これは総合計画の中でお示

しした体系でありますが、この体系に沿って当然実施計画もまとめてい

ます。これからはこの体系に基づいて行政評価でありますとか、そうい

ったこともなされてきますので、こういった事業につきましては体系に

基づいてすべてを処理していくという形になるものであります。 

 ５ページ以降具体的な事業を記載しておりますけども、そのことにつ

きましては企画課長の方からご説明を申し上げます。 

○山本委員長  竹本企画課長。 

○竹本企画課長  それでは、お手持ちの資料の６ページを開いていただきたいと思いま

す。６ページの方に実施計画のものを掲示しております。まず６ページ

におきましては、快適で賑わいのあるまちづくりとしまして、まず第１

節としての本市の特質である豊かな田園環境が都市機能と調和し、だれ

もが都市的サービスを快適に利用することができるよう効率性や利便性

が確保された安心と魅力を備えた快適でにぎわいのあるまちづくりの推

進をするための取り組みでございます。 

 まず最初にあります個性あるまちづくりの推進としましては、都市サ

ービスや身近な生活サービスを提供する第二庁舎・総合文化保健福祉施

設の早期整備の実施です。また、身近な行政サービスの拠点である各支
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所におきましても計画的な改修を行い、地域の拠点施設として再整備を

行うものです。 

 この表の見方を少し説明をさせていただきます。まず、そこの６ペー

ジの中段以降にあります表ですが、まず事業名として第二庁舎・総合文

化保健福祉施設整備事業、事業概要をその後、記述しております。その

後、計画期間、実施計画期間でございます。総合文化保健福祉施設の整

備につきましては、19年度で一応終了ということで考えております。そ

してその横に概算事業費とその財源内訳ということで、国庫とか県の支

出金、また起債、一般財源、その他、ここのその他というのは庁舎等に

おきましては基金等を充当させたものです。そういうふうに今後以降等

もそういった表の構成になっているということをご理解いただきたいと

思います。 

 続きまして、７ページの方になりますが、定住と交流のネットワーク

づくりということにおきまして、１、幹線道路の整備につきましては、

円滑な交通を確保し、地域間の連携や地域内の連絡を強化するために基

幹道路の整備を実施します。なお、主要地方道及び一般県道の改良は、

国や県に対し早期完成を要望し、促進をします。また、上から３つ目の

事業にあります主要市道の改良工事につきましては、この計画期間中に

市に現在着工してる市道のみを整備するものといたしております。表の

３段目をごらんいただきたいと思います。主要市道改良事業につきまし

ては、吉田町においては市場宮ノ城線、一本木小山線、八千代町におき

ましては勝田根之谷線、中山線、甲田町におきまして高林坊線、高地長

屋線、甲立中央線、向原町、長田隠地線というふうに、これを計画期間

中の事業費を右の方に概算事業費、財源内訳等示したものです。 

 また、その下にあります老朽化が進む橋梁についての塗装工事は、維

持のために積極的にこれは実施していきたいと思います。この塗装等の

塗りかえにより、その耐用年数等の延伸がさらに延びるというものでご

ざいます。 

 続きまして、公共交通体系の整備につきましては、引き続き生活交通

手段の維持・充実を図るために生活バス交通や予約乗合タクシー制度を

継続しますが、再編による経費削減に努めていきます。 

 続きまして、８ページの方ごらんいただきたいと思います。３の情報

基盤の整備につきましては、上から２つ目の事業でございます地上波デ

ジタル対応事業では、今後予想される地上波デジタルテレビ放送難視聴

地域の情報通信格差是正としての対策事業を三次が電波発信されます、

19年度から実質電波発信されますが、20年度より計画的に事業の実施を

行っていくというものです。 

 続きまして、９ページの主要施策、安全で快適な生活環境の創造につ

きましては、防火水槽などの消防施設等の基本的な整備は現行の水準で

整備を進めるとともに、消防署や消防団の車両や機材、施設などは計画

的に整備更新をしてまいります。 
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 なお、大規模な災害に対応するために、10ページ、上から３段目にあ

ります防災行政用無線の整備更新を実施していきます。その事業等につ

きましては、表のとおりです。 

 また、次の事業におきましては市内全域のハザードマップを作成する

こと等により住民の予防意識の高揚を図ってまいります。 

 11ページ、２段目の事業にございます交通安全施設につきましては、

カーブミラー、ガードレール等の整備を引き続き計画的に実施してまい

ります。 

 生活環境の整備につきましては、住宅対策の充実として公営住宅の建

設を掲げてきます。公営住宅は、住宅マスタープランに基づき実施いた

します。定住促進を目的とした現在実施中の住宅建設は実施しますが、

今後団地の整備に重きを置いた事業といたします。 

 次、12ページの水道事業につきましては、取水能力、配水機能の不足

している地域を解消するため八千代町で水量拡張工事、甲田町で営農引

雑用水整備工事を行い、水道の安定確保を図るとともに、水道の未普及

地域である美土里町横田地区においては解消のための新たな整備事業を

実施いたします。 

 また、13ページですが、現在実施中の下水道事業は、早期完成に向け

引き続き推進を行います。しかし、計画中の事業であっても今後、整備

区域を再検討するとともに、浄化槽整備推進事業等への転換も検討して

いきます。また、ここの公共下水道事業及び簡易水道事業及び特環及び

農業集落排水等の事業につきましては、現在の予算ベース、19年度の予

算ベースであります年間約10億円規模の事業の推進を図って今後も継続

で対応していきたいと考えております。 

 次、14ページをごらんいただきたいと思います。安芸高田市清流園は、

施設の老朽化や浄化槽汚泥の増加に対応できるよう機能強化を中心とし

た改修工事を行い、更新を図りますということで、ここにこれが19年度

から22年度という事業の中で大きく35億4,700万という事業の中の対応

を実施してまいります。 

 また、葬斎場の整備につきましては、現在使用の４施設の老朽化が進

んでいることから新たに統合した施設として整備し、住民が安心して快

適に住める定住環境の確保に努めてまいりたいと思います。 

 続きまして、16ページ、今度は体系的な分の２番目にあります心豊か

で創造性に富んだまちづくりになります。その中の16ページの部分につ

きまして参加と協働によるまちづくりの推進としましては、協働のまち

づくりを積極的に推進するため地域振興組織の活動を支援するとともに、

まちづくり委員会の充実に努めますという中で２つの事業等を想定して

おります。 

 17ページ、上から２段目、３段目事業に係るある事業の中で併記しま

したが、子どもや女性が生き生きと活動する環境づくり事業としまして

は、性別による固定的な役割分担意識や能力、適性に対する偏見の是正
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や青少年の健全育成のための啓発活動を推進し、子どもが健やかに育ち、

男女がともに生き生きと活動できる環境づくりに努めていきます。生涯

学習社会の形成につきましては、学校教育を初めとする生涯を通じて学

ぶことのできる充実した学習環境づくりを進め、時代の変化に対応でき

る個性と創造性豊かな人材の育成を図ります。 

 また、20ページでは、基本施設である小・中学校施設の耐震補強を含

めた改修を実施し、子どもの安全確保、教育環境の充実、地域住民の避

難場所としての整備、老朽化が著しい現在の学校給食施設につきまして

も新たに統合した施設として整備いたします。 

 21ページから22ページにかけての文化・スポーツ・レクリエーション

の振興につきましては、地域にはぐくまれた歴史や文化を尊重しながら

住民が質の高い芸術・文化に親しめる環境づくりのための事業の取り組

みを進めるとともに、文化財等の計画的な保存に努めます。また、スポ

ーツ・レクリエーション活動拠点として安芸高田少年自然の家を整備し、

青少年のサッカーやハンドボール、カヌー競技等などの振興施策に取り

組んでまいります。事業の個別については、説明をちょっと省略をさせ

ていただいているものもあります。 

 続きまして、24ページの第３節でございます。人と環境にやさしいま

ちづくりの説明に入らせていただきます。ここでは基本的人権が尊重さ

れた地域社会の中で高齢者や障害者を初めだれもが健やかに生き生きと

安心して暮らし、環境への負荷が少ない持続発展が可能な人と環境に優

しいまちづくりを推進していきます。そういった中、人権が大切にされ

る地域社会の創造につきましては、人権対策に関する基本指針や人権尊

重まちづくり指針に基づき市民が日常活動の中で主体的に人権問題に取

り組むことができる環境づくりを進めるため、啓発機会や情報提供など

の事業を進めてまいります。 

 25ページの保健・医療の充実につきましては、保健・医療・福祉の連

携のもと住民の主体的な健康づくり意識の啓発に努めるとともに、健康

づくり推進体制の充実を図り、生涯にわたる健康づくりを支援します。 

 その25ページの一番上にあります健康づくり推進事業につきましては、

事業概要といたしまして健康増進計画、健康あきたかた21の推進事業と

して医療費の削減、また健康寿命の延伸という形の中で全体５年間の事

業を6億2,800万等の中で計画しております。 

 続きまして、26ページをごらんいただきたいと思います。26ページの

３段目事業、社会全体で支える福祉の充実につきましては、介護保険制

度等を適切に運営するとともに、介護予防や生活支援サービス、地域ケ

ア体制を充実させ、保健・医療・福祉の連携のとれたサービス提供に努

めます。 

 また、子育て環境につきましては、家庭の負担軽減を図り、地域全体

で子育てを支援するための環境づくりを推進するとともに、障害者につ

きましても生活の安定と自立に向けた支援事業を実施することで高齢化
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や子どもたち、またすべての住民がともに支え合える豊かな地域福祉社

会の形成を図り、人に優しいまちづくりに取り組む事業を進めてまいり

ます。 

 30ページ、31ページの方をごらんいただきたいと思います。下段の方

にありますが、環境との共生につきましては、緑と水の豊かな自然環境

の保全と活用を図るとともに、環境に優しい社会の形成を推進し、環境

と共生した資源循環型社会の形成を図る事業を行ってまいります。 

 その中で31ページの方におきましては、芸北広域環境施設組合負担金

等の中での事業でございます。大きなもので一つ説明しておきますと、

これはきれいセンター等への負担金を想定しております。これ現在3億

6,000万の５年程度で18億というようなものの計上のものでございます。 

 続きまして、第４節に入らせていただきます。32ページでございます。

多彩な生産と交流のまちづくりという中で、産業の振興につきましては、

豊かで活力ある農業の振興を推進し、充実した農村生活の実現を図るた

め、現在整備中の圃場整備、農道整備、ため池整備等の生産基盤早期完

成を図るとともに、生産環境の整備を進めてまいります。また、将来に

わたって農地を維持することができるよう循環型農業推進を図り、地域

内農地保全システムの構築を推進します。 

 ここで若干事業の方も説明をさせていただきたいと思います。32ペー

ジのほ場整備事業の今後５年間の計画としましては、まず県営事業とし

ましては、これは負担金事業ですが、田草川地区、小原地区を実施して

まいります。団体営事業としましては、桂地区、深瀬地区、下甲立地区

を事業費7億550万で実施してまいりたいと。農道整備事業、県営事業に

つきましては負担金事業ですが、中馬農道、川根原山農道、団体営事業

としましては全市内を組んでおりますが、一般農道の改良であり、維持

補修等の舗装等を実施してまいります。ため池事業等につきましても県

営事業の段林地区、桂ヶ迫地区、団体営事業については市内全域の維持

管理事業等を行ってまいります。 

 また、33ページにおきましては、農村総合整備事業等につきましては

川根地区、桑田地区等の事業を実施してまいりたいと思います。 

 続きまして、農業経営につきましては、経営感覚にすぐれた人材の育

成を進めるとともに、新規就農者の育成等担い手の確保に努めてまいり

ます。 

 林業につきましては、森林の有する多様な公益的機能を重視しながら

豊かな森林づくりを進め、計画的な保育、間伐に取り組んでまいります。 

 また、35ページになりますが、商工業につきましては、地域経済の活

性化を図っていくため商工会の活動を支援するとともに、産業活動支援

センターを設置し、中小企業対策の充実を進め、地域産業の育成を図り

ます。 

 交流ネットワークづくりにつきましては、地域の祭りやイベントの支

援やＰＲ活動による活性化を図り、姉妹都市であります防府市との交流
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事業につきましても今までの経緯を踏まえ継続実施し、交流活動の推進

を図ってまいります。 

 この中の36ページの地域イベントの支援事業といたしましては、安芸

高田市花火大会、湖畔祭り、吉田町管弦祭等を実施してまいります。 

 最後の段になります、第５節計画の推進、37ページにつきましては、

住民と行政の協働によるまちづくりを推進していくため行政の透明性の

確保、住民に対する説明責任の明確化を基本方針として行政情報を積極

的に公開するとともに、ホームページを充実し、迅速でわかりやすい情

報の提供に努めてまいります。また、地方分権や多様化・高度化する行

政ニーズの的確に対応し、円滑にまちづくりを推進していくため行財政

運営の効率化を図り、行財政改革に積極的に取り組みますという中で、

行財政の効率化の中、人事評価システム等の導入事業を初め他の事業等

の推進を図ってまいります。 

 以上で安芸高田市の総合計画、実施計画の概要説明を終わります。 

○山本委員長  これまで説明を受けました平成18年度の決算全体の概要と、あわせて

財政健全化計画及び総合計画、実施計画等についての質疑につきまして

は明日お受けすることといたしまして、この際、午後１時55分まで休憩

といたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後１時４２分 休憩 

      午後１時５５分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 続いて、認定第１号、平成18年度安芸高田市一般会計決算の認定につ

いてのうち総務部所管の部分の審査を行います。 

 関係部長から概要説明を求めます。 

 新川総務部長。 

○新川総務部長  それでは、総務部所管におきます平成18年度歳入歳出決算書、一般会

計の部、総務課が所管いたしております項目につきまして決算書と主要

の施策の成果に関する説明書に基づきまして簡潔にご説明をさせていた

だきたいと思いますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 説明につきましては、担当課長の方からご説明をさせていただきます。

どうかよろしくお願いいたします。 

○山本委員長  高杉総務課長。 

○高杉総務課長  それでは、ご説明を申し上げます。 

 最初に、歳入歳出決算書の方の厚い方をお願いします。まず、19ペー

ジと20ページをお願いいたします。これの中で所掌します部分は、交通

安全対策特別交付金でございます。736万7,000円の歳入を見ております。

これは交通安全施設整備に充当されるものでございます。19、20ページ

です。 

 続きまして、31ページ、32ページをお願いいたします。消防費国庫補
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助金の中で消防防災等施設整備費補助金がございます。これが1,228万

1,000円。これは消防施設整備に充当されるものでございます。同じく

委託金、総務委託金の中で自衛官募集事務費委託金が12万4,000円でご

ざいます。これは自衛官の募集事務等に充当されます。 

 続きまして、33、34ページお願いします。県支出金でございます。そ

れの中で総務費県負担金といたしまして県移譲事務交付金、決算額530

万5,000円の歳入を見ております。ほかに民生費関係で910万2,000円の

歳入を見ております。これは権限移譲事務に伴いましての交付金でござ

います。 

 続きまして、35、36をお願いします。同じく県補助金の中で水力発電

施設周辺地域補助金ということで1,350万の決算をしております。これ

は防火水槽等に充当されるものでございます。同じくその中で安全なま

ちづくり支援補助金が150万ほど決算をしております。これは県の方の

事業の中で可愛地区におきまして自主防災活動を支援する事業に充てた

ものでございます。 

 続きまして、41ページ、42ページお願いします。県委託金の中で総務

費委託金の中で一番下の欄でございますが、県議会議員選挙費委託金、

決算額612万2,852円。これは広島県議会議員の選挙に充てたものでござ

います。 

 続きまして、55ページ、56ページをお願いします。諸収入の中の雑入

でございます。総務課関係といたしまして2,838万8,026円の決算をして

おります。これの中には非常勤職員等の社会保険料等が1,308万6,627円、

それから自動販売機が設置してございますが、これの16台分、1,101万

4,286円、それから広島県に相互派遣をしている、県や県の技術センタ

ーへ派遣しておる職員負担金部分として1,263万6,446円、それに広島県

の県防災、市防災のヘリの運営助成金といたしまして127万2,000円の歳

入を見ております。 

 59ページ、60ページをお願いします。電算室の関係ですが、電算室の

雑収入が67万2,000円ほどございます。これは県の方から電柱移転に伴

う補償でございます。 

 続きまして、61ページ、62ページでございます。これは市債でござい

ますが、消防施設整備費に1億5,900万円ございますが、そのうちの

2,000万につきまして防火水槽の整備に充てたものでございます。以上

が歳入でございます。 

 続きまして、平成18年度主要施策の成果に関する説明書によりまして

歳出の説明をいたします。ページは、13ページでございます。総務一般

事業といたしまして、２名ほど顧問弁護士がいらっしゃいます。その弁

護士委託料が151万2,000円でございます。それから逓送便の公用車の運

転業務をシルバーにお願いしておりますが、それが日に２回、南回りと

北回りということで、それの決算額が272万8,440円。それから皆様方へ

通知広報をお渡ししている、支所の方または本所の方からそこの嘱託員
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さんまでに配送する文書の配送の委託料といたしまして353万4,260円で

ございます。501名の行政嘱託員を設置しております。その報酬額等が

4,703万6,412円でございます。それから今回初めて安芸高田市の方で総

合相談を設けました。それに係る費用が1万1,220円。これは消費生活相

談員さんの費用でございます。ここに掲げておりますように、14の機関

によりまして受付件数が24件ございました。 

 続きまして、14ページをお願いいたします。これは職員の給与の状態

等をそれぞれあらわしたものでございます。一番上の表でございますが、

給与の方は499名に対しまして18年の４月の給料の支給額は35万8,700円、

これは平均でございます。それから、一番最後の表ですが、これは期

末・勤勉手当、これは月でございません、平成17年度の支給になってお

ります。この期末手当は３カ月、勤勉手当につきましては1.45カ月とい

うことで、年間からいたしますと4.45カ月となっております。これで職

員の支給と期末手当等の職員の数が違うのは、その対象としている時期

が違うということと、もう一つ、期末手当と勤勉手当につきましては休

職をしている職員が３名ほどございます。それによっての人数の違いと

いうことでご理解をしていただきたいと考えております。 

 続きまして、職員の研修でございます。これは職場研修と、そして研

修所研修と派遣研修ということでＡ、Ｂ、Ｃと分けて、それぞれ記述を

しております。特に市といたしましては、職場研修へ重点を置いて人材

育成を図ってきております。特に地域づくり研修は、それぞれ地域の方

で裏方として地域づくりに職員が係っていくという、そういうふうな視

点での研修になっておりますし、またコミュニケーション能力向上研修

につきましては、コンピューターが発達しておる関係でなかなか市民と

の間でのコミュニケーションも含めてコミュニケーションがとれてない

ということを含めましてこういうふうな形での研修をそれぞれとらせて

いただいたところでございます。 

 続きまして、16ページでございます。一部業務委託の実施ということ

で書かせていただいております。この18年度につきましては、一部業務

委託ということで請負による一部の業務につきまして委託をしたという

ことでございます。これは保育所に係ります業務といたしまして1億

7,709万7,200円で、委託施設といたしましたらここに書かせていただい

ておりますように吉田保育所等を含めて、また中の人員等につきまして

も保育士を含めての人員をそれぞれ書かせていただいております。学校

給食でございますとか公共施設の運営でございますとか、また一般事務

におきましてもこの請負という形での整理をさせていただいて、職員が

退職した後、その不補充の状態に対して市民サービスを低下させない、

そして人件費等も抑えていくというふうな中でこの業務を実施したとこ

ろでございます。 

 続きまして、17ページでございますが、文書法規管理事業といたしま

して、市の例規等につきましてそれぞれコンピューターの方へ入力をい
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たしまして、そのデータで処理をしております。このことによりまして

他の例規等の照合などをスムーズに見ることができますし、過去の条例

を制定した経緯等も見られるということで、そういうふうな形での例規

を導入しております。それに係る費用が375万3,330円ということでござ

います。ですから冊子になった例規集等につきましては極力廃止をして

おります。 

 続きまして、情報公開・個人情報保護条例に関することでございます。

これは一方には市の持っております情報を広く市民に公開することによ

って市民との信頼関係とか市民参加を促すという部分もございますし、

また市民の皆さんが持っておられる大事な個人情報につきましてはしっ

かり市として保護していくという相反する部分もございます。これを適

切に運営をしていくということでございます。その結果といたしまして、

ここに書いてございますように情報公開につきましては25件の請求があ

ったということで、括弧書きは前年度でございますから、前年度と比べ

ても広く請求が行われたということでございます。この処理の中で非公

開というのが５件ございますが、これは文書が存在しないということで

の非公開とさせてもらった部分でございます。なお、不服申立につきま

しては、その非公開についての不服ということで申し立てが１件あった

ということでございます。 

 続きまして、18ページでございます。個人情報の保護条例に基づく運

用状況ということで、１年間書かさせていただいております。これは７

件の請求がありました。それの中で不開示というのが４件ございました。

これは個人を特定する情報があったということで不開示というふうな処

理をしたところでございます。 

 続きまして、19ページでございます。行政改革推進事業でございます。

これはご承知いただきますように安芸高田市の行政改革推進大綱をつく

りまして、それに基づき着実に行政改革を実施してきておるところでご

ざいます。この計画につきましては、平成17年から21年の５カ年が前期

ということでの計画をしております。18年度におきましては139の調査

項目に対しまして６項目の追加があったり、またその事業の項目の中で

終了したり整理したものが16あるということで、結果といたしましたら

129の事業について行政改革のそれぞれ項目についても実施をして取り

組んだということでございます。特に18年度におきましては、補助金の

見直しをするということで、補助金合理化プランというのを作成しまし

て、それの見直しに取り組んだところでございます。ここに書かせてい

ただきましたように、効果額等につきましては18年度につきましては

165件の3億4,365万8,000円の効果があったということでございます。行

政改革の懇話会にかかった費用につきましては、ここの懇話会委員さん

の10名による開催等を含めまして51万8,740円の費用がかかったところ

でございます。 

 続きまして、行政評価システムの構築ということでございます。これ
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は先ほどもお話がございましたように、行政そのものを行政運営という

ことでなしに今度は行政経営という視点で行政のそれぞれの項目につい

て検証をして、それぞれ新しい形、つまり行政経営のシステムをつくっ

ていくということでございます。これはそのことをするためには、まず

職員の資質の向上を図る必要がございますし、また職員がそれぞれ一つ

の事業等につきまして説明責任を果たしていく。それと同時に、ここの

行政評価で得られた部分につきまして予算等に配分をしていくというふ

うなことで行政評価制度を導入していくわけでございます。ここに係り

ますコンサルタント料が304万5,000円でございます。 

 それからその下、広島県の分権改革推進計画でございます。これは従

来から県の方から事務移譲を受けておる部分と今度基礎自治体である安

芸高田市が県から事務の移譲を受けてやっていく移譲事務等を合わせた

ものでございます。この引き継いだ事務事業11項目につきましては、18

年の４月に10項目、これは障害者福祉に関する事務等でございます。18

年の10月に１項目、これは国土利用計画に関する事務でございます。移

譲事務交付金につきましては、ここに書かせていただいておりますよう

に1,440万7,000円を受けたところでございます。 

 続きまして、20ページをお願いいたします。消防防災施設整備事業で

ございます。これにつきましては防火水槽を９基設置をさせていただき

ました。それに関する経費等が5,099万5,916円でございます。 

 それから恐れ入りますが、決算書119、120ページをお願いしたいと思

います。消防施設費の中で、今最初にお話ししましたが消防施設整備費

でございますが、その下に防災施設管理費767万6,581円がございます。

これにつきましては移動系の防災無線の維持管理が216万5,777円、それ

と今度は固定局でございますが、防災行政無線の戸別受信機、これが八

千代町、向原町それぞれその受信機の更新、向原が20基、八千代町が８

基それぞれ更新いたしました。それに係る経費が112万1,400円でござい

ます。それから県の防災情報につきまして受けるようにいたしておりま

すが、それに係る負担金が180万487円でございます。 

 済みません。また戻っていただいて、主要施策の説明書の20ページで

ございます。災害対策費でございます。これは昨年の、18年の９月16日

から17日にかけまして台風13号関連の集中豪雨を受けました。八千代町

におきましては３時間の時間雨量が239ミリというふうな形、それぞれ

吉田、甲田も200ミリを超えたという状況でございます。それで大きな

土砂災害等の被害を受けたとこでございます。これにつきまして、この

９月21日から22日にかけまして被害の調査をいたしました。八千代町で

８班ほどつくり、吉田町で１班をつくり、それぞれ対応したとこでござ

いますし、また八千代町におきましては９月20日、21日にかけまして給

水支援もしたとこでございます。それに職員に要した時間外等が2,400

万8,217円かかってきているということでございます。それからその部

分の反省も踏まえながら避難場所等への避難のための備品でございます
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毛布でございますとか水、乾パン等をそれぞれ本所も支所も準備をいた

しました。それと災害に対応すべく１トン土のう等も緊急に買わせてい

ただいてそれぞれ対応したところでございます。 

 それから22ページをお願いします。22ページは、安全推進でございま

す。これは市民の安全・安心を守っていくということを含めまして安全

推進室を設置したわけでございます。実施内容といたしまして、消費者

行政につきまして消費生活相談員を設置いたしまして、その対応をして

きたところでございます。これは相談件数につきましては前年度と比べ

て99件ということで下がってはきております。しかし、その内容等につ

きましては約半分ぐらいが架空請求ということでございますし、また県

内とか全国的に起こっておる問題が安芸高田市にも時間を置かずにその

問題が発生しているということで、非常に市民にとっては安心な相談窓

口になっているのではないかと、こう考えております。 

 それから交通安全対策989万1,361円の決算をしております。これにつ

きましては第８次の安芸高田市の交通安全計画を作成をいたしました。

これの目標でございますが、交通安全意識とマナーの向上によって交通

事故を減少していくというふうな計画でございます。特にこの安芸高田

市におきましては、全国的な傾向もそうでありますが、高齢者の社会の

進展が他と比べてスピードが速いということで、特に高齢者に係る交通

事故について配慮をした計画になっております。 

 それから安全対策推進事業といたしまして、基本的に道路照明、道路

反射鏡、つまりカーブミラーでありますとかガードレールをそれぞれ設

置をしてきたとこでございます。これの経費が760万9,000円となってお

るとこでございます。これも引き続きやっていくといたします。 

 それと防犯対策費でございますが、984万3,218円の決算をしていただ

いております。これは安心な安芸高田市をつくるために共通の認識をし

ていただくということで、安芸高田市の市民のつどいを計画をして、18

年度におきましてもＪＡたかたホールを使って実施をしたところでござ

います。 

 それから地域安全推進ということで、今の振り込め詐欺等もございま

すが、地域の防犯活動に寄与するということで66名の地域安全推進員さ

んがいらっしゃいます。それに対しての支援活動等を行っております。

また、犯罪は目に見える形で抑制をするという意味で公用車５台につき

まして青色灯を搭載をいたしまして、その喚起を図っておるということ

でございます。それと防犯灯につきましては、引き続き市が見ていく分

につきまして、それの設置及び維持管理につきまして326万92円の決算

でございます。これは新規が45基ございました。 

○山本委員長  課長、説明中ですが、もうちょっとスピードを上げて説明をお願いし

ます。 

○高杉総務課長  それでは、23ページの選挙費に入ります。選挙管理委員会は、４名の

委員さんでそれぞれ毎月１回集まって選挙に対しての事務をしていただ
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いております。 

 24ページでございます。広島県の議会議員の選挙が４月８日に執行さ

れたわけですが、本市におきましては立候補者が１名ということで無投

票になりました。これの受け付け事務を市として初めてやってきたとこ

ろでございます。 

 それから次は、行政情報処理ということで電算室関係の事務でござい

ます。これは一つには、広域ネットワーク管理事業といたしまして本所、

支所とか各小・中学校の公共施設に対しまして合併前に光ケーブルを配

置いたしました。それに関する事務事業をそれぞれ実施したところでご

ざいます。経費等につきましては、ここに記載してありますようにネッ

トワーク危機管理といたしまして1,123万800円、光ケーブルの管理移設

といたしまして519万3,615円ということでございます。 

 それから26ページ、電算システムの管理事業ということで、これは市

で業務を行っております電算システムにつきましてそれぞれ管理をして

おるということでございます。電算システムの運用につきましては、電

算システムの運用支援業務の委託としまして1,181万8,800円、サーバー

関係の保守業務といたしまして電算システムの機器保守でございます、

これが960万1,200円等でございます。特にそれの中で旧八千代町で今ま

でずっと設置しておりました電算の関係のリース料、これが787万1,430

円ほど執行しておりますが、これは平成19年度におきまして終了すると

いう見込みでございます。 

 それから27ページは、ひとり一台パソコンということで、１人１台パ

ソコンを持ちながら、それぞれ業務に当たってきておるわけでございま

す。それにつきましては各部に地域情報化推進員を配置いたしまして、

それの管理をしておるということでございます。それに係るひとり一台

パソコンのリース料が718万3,260円ということでございます。特にこの

コンピューターにつきましては、セキュリティーが非常に大事になって

まいります。それにつきましての研修を行いながら、より以上に情報の

漏えいがないように、適切な電算処理が行えるように日々取り組んでお

るところでございます。 

 以上、駆け足になりましたが、総務課関係並びに電算関係並びに安全

推進室関係の業務につきましての説明にかえさせていただきます。 

○山本委員長  続いて、沖野財政課長の説明を求めます。 

○沖野財政課長  それでは、歳入歳出決算書に基づきましてご説明をいたします。 

 財政課関係の歳入についてですが、午前中総務部長が普通会計財政状

況にて説明いたしました内容及び数値と重複いたします箇所につきまし

ては朗読説明を省略させていただき、費目の関係ページの説明のみとさ

せていただきたいと思いますので、ご了承いただきますようにお願いい

たします。 

 それでは、17ページをお願いいたします。関係費目となります譲与税

及び交付金関係につきましては、２款の地方譲与税から19ページの10款
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地方交付税までとなっております。 

 続きまして、47ページをお願いいたします。繰入金関係につきまして

は、18款繰入金、１目特別会計繰入金から、49ページ、３項の基金繰入

金、こちらまでとなっております。 

 続いて、55ページをお願いいたします。20款諸収入の５項雑入、４目

雑入ですが、56ページ、右側の備考欄、下から３行目の財政課関係雑入

につきましては、地方振興宝くじ配分金といたしまして1,431万1,828円

を財団法人広島県市町村振興協会から受け入れております。これらにつ

きましてはいずれも調定額どおり受け入れ、収入未済額はございません。 

 続きまして、59ページをお願いいたします。21款市債につきましては、

予算書に基づき借り入れたもので、調定額45億1,740万円のうち収入済

額が35億2,960万円、収入未済額の9億8,780万円につきましては建設事

業の繰り越しによるものでございます。 

 次に、歳出につきましては、67ページをお願いいたします。２款総務

費、１項総務管理費の３目財政管理費ですが、主なものをご説明いたし

ます。11節需用費、決算額61万4,627円につきましては、印刷製本費に

おいて予算書及び主要施策の成果に関する報告書の印刷を行ったものが

主なものでございます。13節委託料、決算額69万9,300円につきまして

は、土木技術担当職員研修を財団法人広島県建設技術センターに委託し

て行ったものでございます。19節負担金補助及び交付金、決算額106万

4,000円につきましては、電子入札システム負担金が主なものでござい

ます。 

 続きまして、135ページをお願いいたします。12款公債費につきまし

ては、起債償還の元金及び利息などに伴うもので、43億6,469万8,150円

の支出済額となっております。 

 以上で財政課関係の説明を終わらせていただきます。 

○山本委員長  続いて、説明求めます。 

 近永管財課長。 

○近永管財課長  それでは、管財課に関する決算につきまして厚い方の一般会計決算書

によりまして説明をいたします。 

 21ページをお願いいたします。使用料及び手数料でございますが、総

務使用料のうち総務管理使用料として187万5,706円を歳入しております。

これの主なものは、中電及びＮＴＴの電柱の敷地料でございます。 

 45ページをお願いいたします。財産収入でございますが、財産貸付収

入1,471万237円のうち管財課分といたしまして1,317万7,717円を歳入し

ております。これは普通財産である土地建物を貸し付けいたしました賃

料でございます。 

 47ページをお願いいたします。財産売払収入のうち不動産売払収入と

いたしまして463万8,205円を歳入いたしております。これの主なもので

ございますけども、吉田町の旧入江駐在所跡地の売り払いと、それと公

用廃止に伴います法定外公共物の売払収入でございます。 
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 55ページをお願いいたします。雑入でございますが、56ページ右下備

考欄に掲げてありますように管財課関係分として4,534万3,131円を歳入

しております。これの主なものは、八千代カントリーの土地の賃貸収入

と落雷等によります公共公有財産の被害を受けましたものに対しまして

建物共済からの補てん金が主なものでございます。 

 続きまして、歳出でございます。67ページをお願いいたします。財産

管理費のうち68ページの備考欄に掲げてありますように財産管理総務費、

庁舎管理費及び一般車両管理費を管財課で所掌をいたしております。 

 財産管理総務費の主な歳出でございますが、役務費から公有財産の建

物共済掛金として391万9,603円を支出いたしております。また、使用料、

賃借料から八千代カントリークラブの敷地料といたしまして2,594万

6,869円を支出いたしております。それから工事請負費から旧根野小学

校体育館解体工事といたしまして959万2,800円を支出いたしております。 

 庁舎管理費の主な支出でございますが、需用費から光熱水費といたし

まして2,399万6,011円を支出いたしております。それから委託料から宿

日直業務、浄化槽、電気設備等の委託料といたしまして4,615万3,249円

を支出いたしております。使用料及び賃借料から庁舎周辺の駐車場用地

賃借料及び別棟のプレハブ会議室の賃借料として1,988万789円を支出い

たしております。それから工事請負費からは向原支所市民ギャラリー改

修工事とし、あるいはプレハブの会議室の解体工事といたしまして

1,222万2,999円を支出いたしております。 

 一般車両管理費の主な歳出でございますけども、需用費から公用車燃

料代として1,222万9,164円、それから車検等に伴う整備代として724万

7,987円を支出いたしております。役務費からは自賠責保険料、任意保

険料として843万3,570円を支出いたしております。使用料、賃借料から

は公用車のリース料として921万2,190円を支出いたしております。 

 続きまして、主要施策の成果に関する説明書の21ページをお願いをい

たします。21ページでございます。実施内容の（１）のアといたしまし

て、市有の土地及び建物総括表として一覧にまとめております。18年度

の移動でございますが、主なものは行政財産の土地、建物のうち土地の

庁舎分4,146.94平方メートルの増は、吉田町中央公民館等を庁舎敷地に

変更したことによるものでございます。土地の警察・消防施設の

2,043.28平方メートルの増は、美土里町北地域活動拠点施設を消防分駐

所に所管がえしたものが主なものでございます。市営住宅の土地で

3,219.25平方メートルの増につきましては、高宮町の川根若者定住住宅

の取得が主なものでございます。土地のその他の4,353.82平方メートル

の増は、八千代文化施設フォルテの取得が主なものでございます。 

 今度建物でございますけども、木造の警察・消防施設527平米の増は、

美土里町の消防団格納庫の台帳整理によるものが主なものでございます。

建物の木造で市営住宅257.02平米の増は、甲田町堂ノ口住宅の取得が主

なものでございます。建物の木造その他施設2,998平方メートルの減は、
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地域づくり拠点であるもと北小学校、もと本郷小学校の解体が主なもの

でございます。建物の非木造、警察・消防施設の385平方メートルの増

は、美土里町北地域活動拠点施設を消防分駐所に所管がえしたものでご

ざいます。建物の非木造、学校の612平方メートルの増は、高宮町来原

小学校体育館の台帳整理によるものでございます。それから建物、非木

造、その他2,495.58平方メートルの増につきましては、八千代町文化施

設フォルテの取得が主なものでございます。普通財産の土地、建物のう

ち土地、その他2,760.62平方メートルの減は、浅塚交流公園の台帳整理

によるものが主なものでございます。 

 それから建物、非木造、その他の134.37平方メートルの減は、八千代

町旧根野小学校体育館の解体による減が主なものでございます。（イ）

といたしまして、旧根野小学校の体育館を解体をいたしたところでござ

います。決算額は959万2,800円でございます。 

 （２）の庁舎維持管理事業につきましては、向原支所の３階を市民ギ

ャラリーとして改修を行いました。決算額は396万9,000円でございます。 

 （３）の一般車両管理事業でございますが、総台数に占める軽自動車

の割合は41.43％となっております。平成21年度目標を45％といたして

おりますので、もう少しの努力が必要ではないかと考えております。以

上でございます。 

○山本委員長  それでは、これより質疑に入ります。 

 質疑については、ページ数を示していただいて質疑をしていただきた

いと思います。質疑はありませんか。 

 熊高委員。 

○熊 高 委 員  ３点ほどお尋ねします。 

 成果に関する説明書の18ページ、成果と今後の課題というとこの

（２）番の中ほどに、一部業務委託制度の導入については人件費を抑制

するという観点からというくだりが３行あたりありますが、具体的に、

この際、決算ですから、人件費がどのくらい抑制できて、さらに公務部

門では得られにくい高度の専門性や資格を有した人材を確保することが

できたというふうに書いてありますが、この辺を具体的にもう少し説明

をお願いしたいということが１点。 

 ２番目は、その下の（３）の上になりますが、適切な任用、雇用形態

をとりながらというふうにありますが、これは以前いろいろと議論をし

ておりましたが、決算ということですから結果としてどのようにこれを

決算としての整理をされておるのか。最終的な整理でありますから、こ

れについて整理をした状況について改めてお伺いをしたいということ。 

 あわせて監査の方として、この件に関してどのように調査をされ、指

導されたのかというふうなことも含めてお聞きしたいということが２点

目であります。 

 それから３点目は、20ページに移りまして、20ページの一番下に災害

時の応急対応の補充確保が行われたということでありますが、備品につ
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いては旧庁舎の中にもいろいろ積み重ねておったような状況もありまし

たし、いろいろ庁舎の整備中でありましたので、大変だったというふう

に思いますが、あわせていろいろこれまでにも議論をしてきましたが、

各拠点での備品の整備、そういったものをあわせていろいろな形で整備

ができたのかどうか。19年度にかかっても連続性のあることですから、

いろいろ関係もあろうというふうに思いますが、そこらもあわせて18年

度の部分で各旧町といいますか、拠点に対してのそういう整備というの

はどのように結果的に行われたのかということを３点目としてお伺いし

ます。以上、３点をお伺いいたします。 

○山本委員長  答弁求めます。 

 高杉総務課長。 

○高杉総務課長  一部業務委託事業ということで、この18年度は請負という形態をとっ

ておりました。これで財政的な効果という１点目の、問いでございます

が、これは正規な職員を採用するということになりますと私どもが１人

当たり見込んでいる人件費等につきましては800万はかかります。非常

勤にいたしましても請負というふうな形をとりますと150万を切るとい

うふうな形での金額になってまいります。ですからその差につきまして

人件費の抑制という視点が出てきたと考えております。 

 それから公務部門では得られにくい高度の専門性や資格を有したとい

うことにつきましては、これは例えば保育士でありますとか栄養士であ

りますとかいう方につきましてもこの一部業務委託という中での手配が

できたということを指しております。 

 それから適切な任用、雇用形態という観点でございます。これにつき

ましては監査の方ともダブりますが、国の方の職業安定所、労働局にお

きましては雇用形態そのものが人材派遣の形態をとっておるということ

の指摘を受けました。ですからこれは平成17年からこの制度を使ってや

っているわけですから、平成17年からそういうふうな形態にあったとい

うことでございます。主な一番の違いは、私どもは請負というふうな形

の中で現場での監督をする人を置いておれば問題はないというふうな考

え方でおりましたが、実際その現場におきまして、例えば保育所の所長

あたりから派遣を受けている人に対しましてこれこれをしてほしいとい

う業務命令が特に出されておるという実態があったというふうに把握を

されて、そういうふうな形になっております。ですから今後考えられる

適切な任用とか雇用形態につきましては、人件費を安く抑制するという

部分もございますが、やはりこの事業といたしましては公共の方でおい

て住民サービスを持続してやっていくという視点で考えてみると雇用形

態につきましても、例えば非常勤職員としての身分を有しての雇用をし

ていただくとかいうふうな形をとれないだろうかということでも検討を

しております。と同時に、この一部業務委託という形でなしに、もうは

っきりと人材派遣、いわゆる雇用形態の職種によってはとっていきたい、

こう考えております。 
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 それから20ページの方で災害での応急対応でございます。これは18年

度には当面というふうな形での毛布等の備品を支所に配置をしておった

ところでございます。これでは十分でないということで、やっぱり100

名の規模でも対応できるという人数につきまして19年度においてもこの

備品については整備をしていったということでございます。支所は、そ

れぞれ災害本部が設置されたときには災害支部というふうな支部の役割

がございますから、そこでの体制も含めてこの災害のときの体制等につ

いてはとってまいりたいと考えております。以上でございます。 

○山本委員長  監査にどういう指摘とかなんとか。 

○熊 高 委 員  監査は、監査事務局が今度は別に入ってきて、そこでやってもらう

ので、ここ来てないんですよね。 

○山本委員長  今のは監査がどのように指導を受けたかいうことを聞かれましたか。 

○熊 高 委 員  いやいや、監査の事務局長に聞きたいんです。 

○山本委員長  暫時休憩します。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後２時５５分 休憩 

      午後３時０１分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  再開いたします。 

 ほかに質疑がございますか。 

 熊高委員。 

○熊 高 委 員  今の再質問。では、改めて総務課長さんに、監査の方へは後聞きま

すけども、監査の方からもう一度どういう指摘があったかということを

改めて聞きたいということと、今の質問の１番、２番は金額とかそうい

ったことだけにとどまらずに広く社会的な問題であるという認識の中で

整理整とんをしたにしては簡単な報告であったというふうに思うんです

が、次に生かして十分おりますからという答弁であれば次に期待をして

みるしかないと思いますが、そういう答弁で受けとめさせていただいて

よいのかどうか、再度お聞きしたいと思います。 

 それと３点目の質問は、体制ではなくて物が具体的に各拠点に整備を

されるような形ができたのかどうかということの質問でありましたので、

再度お答えをいただきたいと思います。 

○山本委員長  今の質問の内容わかりましたか、課長。答弁を求めます。 

 高杉総務課長。 

○高杉総務課長  18年度の一部業務委託に関しての決算監査を受けるときの監査の方か

らの指摘等でございますが、この監査の指摘を受ける前に私どもの方か

らここの一部業務委託についての問題点等、つまり労働基準局等からの

指摘等の話をしながら、今後適切な雇用形態をとっていくという話をし

たところでございます。したがいまして、この19年、現在今度新しい形

での臨時職員等の雇用につきましても今お話ししましたように非常勤職

員等も当然視野に入れながら適切な雇用に努めてまいりたいと考えてお
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ります。 

 それから災害時の物資等の整備につきましては、外輪係長の方から詳

細については答弁をさせます。 

○山本委員長  外輪総務課担当係長。 

○外輪総務課庶務係担当係長  私の方から、災害関係で今回補充いたしました防災資機材等の各支所、

災害時には支部になるわけでございますが、一応ここに書いてある枚数

等、数につきまして６町で割っております。毛布につきましては各、吉

田を含めて100ずつ、乾パンにつきましては256食、水につきましては

240。１トン土のうにつきましても各町の支所に分散しておりますので、

100ずつ支所、吉田を含めて分散しております。チェーンソーにつきま

しては、総体的な台数を確認して、一応消防本部の方に３台ほど置かせ

ていただいております。あとは昨年の災害時に使った土のう袋とか真砂

土、シート等についての補充等をさせていただきました。以上でござい

ます。 

○山本委員長  ほかにありませんか。 

 川角委員。 

○川 角 委 員  １点ほど聞かせてください。成果に関する説明書の14ページでそこ

の中で理解しにくいようなので、ちょっと教えていただきたいと思いま

すが、給与の中で中ほどに、中の表に技能労務者職というのがおられる

わけですね、１名ほど。それでその時間外が月に21万3,200円というふ

うな非常に多くの時間外手当を受けられると。そうなってくると労働基

準法の中で触れないのか、何かそこにわけがあるのか。それと上の方で

技能職の給料が34万9,900円出て、足すと56万円ぐらいになるので、そ

こらの人はそこへ該当してないのか。それからまた下へ22名というのも

ありますね、期末手当というのが。そこらのからくりが、１名の時間外

の21万3,200円というのがどのような仕事をされてどういうふうな管理

をされておるのか、ちょっとわかりにくいので、できたら説明をいただ

きたいと思います。以上です。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 高杉総務課長。 

○高杉総務課長  技能労務職といいますのは、給食調理員のみでございます。ですから

給食センターで勤務されている職員ということになります。これは18年

の４月の１カ月に行った時間外ということでございます。 

 内容等につきましては、少し時間をいただきたいと思います。給食調

理員が１名時間外をしたという、４月に、・・・・ 

○山本委員長  ここで３時20分まで休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後３時０７分 休憩 

      午後３時２０分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 
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 先ほどの川角委員の質問に対して答弁を求めます。 

 高杉総務課長。 

○高杉総務課長  該当する職員は、現在吉田教育分室で仕事をしておる職員でございま

す。ただ、職名は主任給食調理員という職名でございますから、技能労

務職になっております。教育分室はご存じのように引っ越しをいたしま

した。その関係で休みの日も出てやった結果がこれだけの金額になった

ということでございます。以上でございます。 

○山本委員長  川角委員。 

○川 角 委 員  大体今のでわかるのはわかりますが、分室でおって給食いうことな

んですね。吉田分室へおって給食係いうことですね。ちょっとよくわか

りませんが。 

○山本委員長  高杉総務課長、答弁求めます。 

○高杉総務課長  職名は、主任給食調理員でございます。ただ、仕事の内容は、その方

がけがをされたということもございまして、中の事務をそれ以降とって

おられるということでございます。仕事内容から職種の変更につきまし

て本人も含めて話をしたところですが、まだ本人の了解といっていいで

すか、理解が得られないで今日まで来ているということでございます。 

○山本委員長  川角委員。 

○川 角 委 員  そのような特殊事情があるのなら、ちょっとここでこのような数字

を見ると普通時間外管理は非常に厳しくされておったり、あるいはまた

外部に対して労働基準局の方へも問題があることなんですね。これだけ

やったら余り寝ずに一生懸命仕事をするような数字になっているので、

やはりそういうことについては初めからの説明があった方が今のような

質問も出ないということなんですが、ただ、その方の解決がつかないと

いうことでいまだに続いているということになれば、そこらの時間外は

もうこれでこのところで済んでいるのか、このことがまだ続いているの

か、そこらはどうなんですか。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 新川総務部長。 

○新川総務部長  先ほど来の技能職との関係でございます。確かにご指摘いただきます

ように、この吉田給食センターの方に配属をしておりました。そういう

状況の中でそうした給食業務に支障を来すような病気をしたわけでござ

います。教育委員会内部の中の人事異動ということで、当初は給食セン

ター内の会計事務補佐をやったりとか、そういうことの事務をやってお

りましたが、やはり人員等の関係で分室の方にという異動をかけた状況

になります。先ほど課長の方が説明しましたように、そうした引っ越し

等の急激なとこの日数等でございますので、今後の体制というのは人事

管理上、当然管理職もおるわけでありますので、そこらのところについ

ては当然現在でもそこの部局の管理職が時間外のチェックをし、実施を

しておるというようなルール化をしておりますので、再度総務部からも

そうした所管の方にも指導伝達をさせていただきたいというように考え
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ております。 

○山本委員長  川角委員。 

○川 角 委 員  事情はわかりましたので了解しますが、そのような数字的にここへ

出てきますので、管理、そこらは十分見て非常に疑わしいということに

なればどうなんだろうかいうことがございますので、十分な管理をし、

適正な労働の条件を満たしていただきたいというふうにお願い申し上げ

まして、終わります。 

○山本委員長  ほかに質疑ありますか。 

  〔ちょっと関連の声あり〕 

 関連があるようでございますので。 

 青原委員。 

○青 原 委 員  今、川角委員さんは納得されたと思いますが、この金額を足すと約、

50何万になりますが、これはちょっと異常ではないかという思いがしま

す。もう少しわかりやすく説明をしていただければ理解できるのではな

いかという思いがしますが、どういうことなのかという思いがする。ま

だ疑問があります。 

○山本委員長  答弁求めます。 

 新川総務部長。 

○新川総務部長  確かに一昨年もこのことにつきましては、表につきましてはご指摘を

得ております。多少中身の説明にわかりやすいような形の中では単位と

かいうものはある程度是正をさせていただきましたが、ご指摘いただき

ますようにこの様式でなしに先ほど来からご指摘いろんな形で受けてお

りますそうした表現ができるような、もう少しこうした成果の内容にな

るようなものも次年度からは多少検討もさせていただきたいというよう

に思っておりますので、ご理解いただきたいと思っています。 

○山本委員長  青原委員。 

○青 原 委 員  今のは来年度からのことであって、このことについてをもう少し掘

り下げて説明をしていただきたいと思いますが、どうですか。できませ

んか。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 土井人事給与係長。 

○土井総務課人事給与係長  この21万3,200円の時間外勤務手当の内容の内訳でございますけども、

先ほど来から課長なり部長が説明させていただいていますように、中身

からいいますと庁舎の建設に当たって吉田の公民館が一応倒されて、吉

田の教育分室が移りましたですね。その時期に当該の時間外が発生をし

ているということでございます。教育分室の移設とあわせて公民館の中

にありました図書室、これの移設をその時期にされまして、そういった

事務にこの職員が従事をしていたということで、通常の要勤務日の５時

半以降の時間外並びに土曜日、日曜日の週休日にも勤務をしていたとい

うふうなことでございます。 

 時間的には通常の要勤務日がその当時は５時15分までが勤務時間でご
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ざいましたので、５時15分以降の時間外勤務に対しては25％の割り増し

がつきます。いわゆる100分の125の時間数でございます。この部分が48

時間ございます。それから100分の150といいますのが、通常の勤務日の

午後10時以降、深夜ですね、ここが100分の150の割り増しがつきますけ

ども、この時間数が２時間。それから土曜日とか日曜日のいわゆる週休

日、この時間を100分の135で計算をいたします。この時間数が８時間。

それから土曜日とか日曜日に例えば半日勤務もしくは１日勤務すれば、

それはまとまって通常の勤務を要する日に振りかえて休みをとるという

制度がございますけども、その振りかえて休みをとった場合に、例えば

土曜日とか日曜日に４時間ないしは８時間勤務をしておれば、その振り

かえた時間数に対して100分の35の時間外勤務手当が支給されるという

ふうな制度がございます。この100分の35の対象となる時間が20時間ご

ざいます。合計で、この振りかえの分は通常の勤務日を振りかえて休ん

でおりますので、これはちょっと別にしましても先ほどの48と２と８と

足せば58時間分のいわゆる時間外勤務手当に相当する額であるというふ

うなことでございます。 

 単価につきましては、これは給料月額から単価を試算をしていきます

けども、100分の125の単価が3,300円弱の額です。それから100分の150

の単価が、これが4,000円弱。それから100分の135が3,500円余りという

ふうな金額で、3,300円から4,000円までの単価に先ほどの時間数を掛け

てトータル21万3,200円というふうな、これはですから４月の１カ月の

実績を５月に支給をしておりますけども、ここに載っております表につ

きましては、欄外にも注意書きをさせていただいておりますけども、地

方公務員の給与実態調査というふうな調査のそのままの表を掲げており

ます関係で４月の実績分をこのような形でこの表に載せるということに

なっておりましたので、そのように掲載をさせていただいているとこで

ございます。以上でございます。 

○山本委員長  ほかに質疑ありますか。 

   〔関連の声あり〕 

 関連質問があるようでございます。 

 明木委員。 

○明 木 委 員  済みません。関連で。今の実態なんですけど、職種と職務内容が一

致しないというのが今わかりましたが、そういう実態がある職員が今何

名ぐらいいらっしゃるのかということをお聞きします。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 新川総務部長。 

○新川総務部長  現在１名のみであります。済みません。昨年度１名ほどやはり病気で

そうした業務の方が右肩が動かなくなったという状態の中で、一般事務

補助を現在とらせていただいております。そういうちょっと重い病気に

かかられた関係で手が上に上がらないということで、そういった職種が

できないという形で、現在２名になっております。以上でございます。 
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○山本委員長  ほかに。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  ちょっと三、四点お伺いをしたいと思います。 

 19ページの行革推進事業の中で、補助金のことについて触れられてお

ります。まずここで18年度特に補助金の見直しが急務であるため、補助

金合理化プランを策定した、そして重点的に取り組んだということでご

ざいますが、その重点的な中身と、それから実際に165件のうち3億

4,300何がしかの事業費がかかっているわけでございますが、このこと

について18年度各種団体はどういうふうにその結果をとらえておるのか、

そして団体運営について執行部はどういうふうな形でとらえておられる

のか、そこら辺の観点をお伺いしたいということでございます。 

 あわせてそこへ19年度のことについて触れられておりますが、これは

19年度でやればいいことなので、それの連動性という形で書かれたので

ございましょうが、その効果のほどをお伺いしたいのが１点でございま

す。 

 次に、その下の同じく行革推進の中で、行政評価システムの構築とい

うことで、その導入プランを作成して、今回試行的に46事業について試

行評価を作成したというふうにございますが、この46事業についての中

で、そのほかに幾つかの多くの事業項目から46事業を選ばれたというふ

うに思いますが、どういったような観点からその事業に絞られたのか、

そして特徴的な効果があれば二、三上げてもらいたいと思います。 

 それから22ページの交通安全の関係でございますが、18年度に第８次

安芸高田市交通安全計画を策定されたところでございます。それに向け

て市民啓発はどういったような形で行われたのか。そして交通安全推進

事業のうち推進隊への補助金が162万円ほど支出されておりますが、こ

れについて、恐らく執行部は適正であるというふうにご判断をされてい

るかと思いますが、交通安全対策上そのことを含めてどのような形で成

果とされておるのか。 

 以上の点についてお伺いをしたいのと、先ほど来から出ております資

料請求をちょっとこの総務部関係についてしたいと思いますが、よろし

ゅうございますでしょうか。 

 まず１点は、これは総務部だけの問題ではなしに全体的な形になりま

すが、19節の補助金の状況ですね、それからできれば活動実績、そこら

辺がまとめられないかということと、これは共通課題でございますが、

先ほど来問題になっております課及び支所別の嘱託、それから臨時職員

の雇用の状況と賃金について、できれば３年間ぐらいのデータが欲しい

というふうに思うわけです。 

 あわせてこれも課、支所別の年次有給休暇の取得状況、それから先ほ

ど来問題になっております時間外の手当の支給状況、ここら辺の以上３

点の資料を要求したいと思いますが、ちょっと諮ってみてください。以

上でございます。 
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○山本委員長  ただいまの今村委員からの資料提供の要求がありました。これを認め

ることにご異議ありますか。どうでしょうか。異議ありませんか。 

  〔異議なし〕 

 今４点ぐらい資料提供があったと思いますが。 

○塚 本 委 員  〔異議あり〕 

○山本委員長  塚本委員、資料提供に対しての意見ですか。 

 暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後３時４０分 休憩 

      午後３時４７分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  それでは再開いたします。 

 再度お諮りいたします。ただいま今村委員さんの方から資料提出の要

求がありましたが、資料を提出していただくことにご異議ありませんか。 

  〔異議なし〕 

 異議なしということでございますので、資料提出を求めます。 

 先ほど今村委員さんから３点ほど質問がありましたことに対して答弁

を求めます。 

 森川担当課長。 

○森川総務課担当課長  それでは、今村委員さんからご質問いただきました補助金の見直しの

状況について、それから行政評価システムの導入についてお答えをさせ

ていただきます。 

 まず補助金の見直しでございますけれども、主要施策の成果に関する

説明書19ページの中ほどより少し上の方にございます、この表現の仕方

についてまずご説明をさせていただきます。この文中には見直しの概要

ということで予算ベース、平成18年度165件で3億4,365万8,000円、それ

が平成19年度の予算ベースで100件の2億8,611万1,000円というふうに対

応しておりまして、65件、5,754万7,000円の削減ができたという表現で

ございます。ですから18年度中に行政改革懇話会の中に補助金の審査検

討委員会という専門部会を設けて18年度予算ベースで申し上げますと

165件、3億4,365万8,000円あった補助金について審査検討していただい

た結果、平成19年度の予算に向けて65件の削減、5,754万7,000円の削減

が実現できたととらえていただければよろしいんではないかということ

でございます。 

 それから各団体からの反応でございますとか行政の団体運営に関する

とらえということでございますけれども、先ほど申し上げました補助金

審査検討委員会、それからそれを行政改革推進懇話会の答申としてお受

けいたしました方向性をもとに各担当原課の方で団体と調整をしていた

だきました。その中で補助金の適正化の計画書というものをつくってい

ただいて、それをヒアリングをする中で実際の予算の反映をしていくと

いう手続をとっております。ですから各原課の取り扱いをしています各
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担当課のところで各団体関係と折衝をしていただいております。私の方

で集約のヒアリングをいたしましたけれども、一気に削減、抑制ができ

るところ、それから段階的に抑制をするというところでご理解をいただ

いておるということでございます。 

 それと次に、行政評価システムの試行導入ということで、平成18年度

に46の事務事業につきまして試行導入を行っております。この46の事務

事業につきましては、試行導入ということで安芸高田市版の行政評価シ

ートを作成をし、実は平成19年度、本年度から全事務事業ということで

475の事務事業の評価シートを作成しましたけれども、平成18年度につ

きましては任意に各課１事業以上ということでお願いをして、その評価

シートの作成の練習と言ったら言葉がいかがなものかと思いますけれど

も、なれていただくということでやったわけでございます。ですから46

の事務事業につきましてはそれぞれの担当課、中には係で１事業以上と

いうことでやっておられるとこもありますけれども、そちらの方に任意

にお任せをしておりますので、体系的にということはしておりません。

ただし、平成19年度、本年度からは総合計画の体系に基づきます事務事

業の体系化を行いまして、それに基づいて評価シートをつくっておりま

す。ですから18年度については練習という意味でというとらえをしてい

ただければというふうに思っております。ただし、各課１事務事業以上、

係によりましては１係１事務事業以上というとらまえもしていただきま

したけれども、それにかかわっていただいた方々につきましてはコスト

意識といいますか、そういうものが醸成されたというふうにまとめをさ

せていただいております。 

 それで本日ここに持っておりますけれども、平成18年度の事務事業試

行評価の報告書というものをまとめをしておりまして、議員さん方の方

には各１人１部ずつお渡しを既にしておるというふうに思いますけれど

も、これの中にそれぞれ46の事務事業の評価シートもすべて含まれてお

りますので、どういう形でものをやっているというのが見ていただける

というふうに思います。 

 それとこれを見ていただいて、今年度も19年度のものについては作成

の途中でありますけれども、またご報告をさせていただきたいというふ

うに思っております。以上でございます。 

○山本委員長  もう１件、交通安全に対して。 

 行森安全推進係長。 

○行森安全推進室安全推進係長  先ほどの今村委員さんのご質問にお答えをいたします。 

 まず１点目の、交通安全計画を昨年策定しております。それに沿った

市民啓発というのはどうなっているかということであったと思います。

そのことにつきましては、交通安全計画の中に主にこの市民啓発に関す

る部分については交通安全運動推進隊を中心に関係機関あるいは団体と

連携して各種行事等の執行に当たる、あるいは啓発に当たるということ

を記しております。現在春、夏、秋、冬、それぞれ４期交通安全運動実
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施期間というのがございます。今現在秋の交通安全運動実施期間中でご

ざいますが、それぞれ春には交通安全パレードの出発式、夏には高齢者

の交通安全教室の開催、秋には各町それぞれがテント村の開催、冬には

交通安全運動推進隊員さんを中心に隊員研修を開催をしております。そ

ういった４期の活動の中でそれぞれ市民の皆様にも参加していただき、

啓発に努めているという状況でございます。ただ、市民の方への参加と

いうのがなかなか十分に達成できないというところが今後の課題という

ふうに受けとめております。 

 それと２点目の推進隊への補助金ということでございますが、平成18

年度におきましては162万円ほど補助金を受けてございます。この補助

金につきましては、先ほどの補助金の見直しの中でやっぱり一つの重点

項目にも入っております。そういった関係上、推進隊員さんを中心にそ

ういった使途について十分協議しながら行っておるという状況です。平

成18年度におきましては、主な支出といいますのが隊員さんの保険代と

隊員さんの研修代、これは各町でそれぞれ時期を決められて視察研修に

行かれます。そういった研修にお一方幾らといった格好で支出をさせて

いただいております。もう１点につきましては、備品の購入費というこ

とで、主に隊員さんの被服関係になります。これにつきましては平成18

年度においてほぼ整備ができております。今後は、新しい隊員さんある

いは体形の変わられたといいますか、そういった方への交換するような

備品についての補充を随時していくということになろうかと思います。

したがいまして、この162万円という額が妥当かということでございま

すが、平成18年度においては先ほど申し上げたような支出をさせていた

だいておりますので、適正に補助金を使わせていただいたということに

なろうかと思います。今後、補助金というのがふえていくということは

ないと思っておりますので、隊員さんと随時協議しながら有効な使用を

させていただきたいというふうに思います。以上でございます。 

○山本委員長  ほかに質疑ありますか。 

 渡辺委員。 

○渡 辺 委 員  １点だけ聞いてみたいと思いますが、主要施策の成果に関する説明

書の21ページの財産管理に関する項でございますが、説明の中でもあっ

たと思いますが、甲田町の浅塚公園の記入ミスといいますか、記入間違

いといいますか、2,760平米減というのは、ここの21ページに示されて

おるその他のところで減になっておるわけでございますが、ちょっと私

の解釈がすっきりしないのかどうかと思いますが、決算の監査意見書の

63ページを見てみますと土地建物の普通財産のところにこのように記し

てあるわけですね。当年度中、土地は浅塚交流公園等の台帳整理などに

より2,760.62平米減少してと、ここは先ほど申し上げましたように数字

であらわれておるわけであります。当年度末現在高は748万3,901.95平

米となっている、こう記されておるんです。この辺の748万3,901.95平

米というのがトータルでどこに出ているのかということなんですが。 
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○山本委員長  答弁を求めます。 

 近永管財課長。 

○近永管財課長  今の主要施策の成果に関する説明書の表と決算書の317ページになり

ますけども、そこの数値につきましては一致をいたしておりますので、

今ご指摘の部分につきましては確認をさせていただくということでよろ

しいでしょうか。 

○山本委員長  渡辺委員。 

○渡 辺 委 員  確認をということでございますので、後ほどまた確認をして答弁を

いただきたいと思います。 

○近永管財課長  確認させてください。 

○山本委員長  それでは、確認をして、後、答弁をしてください。 

 ほかに質疑ありませんか。 

  〔質疑なし〕 

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。 

 以上で総務部所管の決算審査の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後４時０３分 休憩 

      午後４時１５分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 先ほどの総務所管の中で財産管理に関する渡辺委員の質問の中で、質

疑はもう打ち切っておりますが、確認の報告を後ほどするということに

なっておりましたので、ここで近永管財課長から報告をしていただきま

す。 

○近永管財課長  先ほどの質問でございますけども、監査意見書の当年度末現在高の数

値でございますが、それは主要施策の成果に関する説明書の21ページの

表の普通財産、一番左に行政財産と普通財産の区分がございます。山林

の所有、分収とその他という項目に分かれておりますけども、そこの決

算年度末現在高の合計が748万3,901.95平方メートルとなるものでござ

います。普通財産のいわゆる小計的な数字を監査意見書の中には記述が

されているということでご理解いただきたいと思います。 

○山本委員長  暫時休憩します。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後４時１７分 休憩 

      午後４時２１分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  それでは再開いたします。 

 続いて、会計課所管の決算の認定についてを議題といたします。 

 会計管理者から要点の説明を求めます。 

 立田会計管理者。 
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○立田会計管理者  それでは、会計課にかかわります決算につきまして決算書によりまし

てご説明いたします。 

 歳入からご説明いたします。決算書の51ページ、52ページをお開きく

ださい。20款２項１目１節の市預金利子109万9,908円でございますが、

これは歳計現金等の支払い準備金の余裕資金を定期預金で運用しました

利子収入でございます。 

 57ページ、58ページをお開きください。同じく20款５項４目３節の雑

入でございますが、備考欄にありますように会計課分として2万8,400円

を収入しております。これは市作成の請求書の実費半期分の収入でござ

います。収入につきましては以上でございます。 

 続きまして、歳出でございますが、67ページ、68ページをお開きくだ

さい。２款１項４目会計管理費でございますが、555万9,000円の予算に

対しまして489万9,749円支出しております。主なものとしましては、１

款報酬180万円、これは伝票整理や支払い準備等の会計事務を処理して

おります非常勤事務員の報酬でございます。11節需用費42万4,317円、

これは決算書の印刷製本費が主なものでございます。12節役務費258万

9,472円、これは市税ほかの公金の口座振替収納手数料の金融機関への

支払いでございます。 

 以上、簡単でございますが、会計課にかかわります決算の説明を終わ

らせていただきます。よろしくお願いします。 

○山本委員長  これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

  〔質疑なし〕 

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後４時２３分 休憩 

      午後４時２６分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  再開いたします。 

 続いて、監査委員事務局所管の決算の認定についてを議題といたしま

す。 

 事務局長から概要説明を求めます。 

 なお、公平委員会及び固定資産評価審査委員会所管の決算もあわせて

説明を求めます。 

 佐々木事務局長。 

○佐々木監査委員事務局長  それでは、監査委員事務局、公平委員会、固定資産評価審査委員会に

つきましてご説明を申し上げます。 

 これらの委員会につきましては歳入はございませんので、歳出につき

まして決算書のページを追ってご説明をいたしますので、71、72ページ

をお開きください。それでは、８目公平委員会費からご説明をいたしま

す。予算現額が26万円で、支出済額が24万9,860円でございます。主な
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ものでは、１節報酬の支出済額は15万円で、委員３名分の報酬でござい

ます。19節負担金補助及び交付金の支出済額は7万1,500円で、本市委員

会が加入しております全国公平委員会連合会などの年会費と中国支部総

会、研修会開催県の負担金でございます。公平委員会費は以上でござい

ます。 

 次に、固定資産評価審査委員会をご説明いたしますので、75、76ペー

ジをお開きください。２項徴税費、１目税務総務費に固定資産評価審査

委員会分が含まれておりまして、支出済額2億376万4,086円のうち19万

210円が審査委員会分でございます。主なものでは、１節報酬の支出済

額は14万円で、これは委員３名分の報酬でございます。11節需用費の支

出済額は95万6,319円のうち5万210円が審査委員会分でございまして、

これは法規の追録の費用でございます。固定資産評価審査委員会は以上

でございます。 

 最後に、監査委員費をご説明いたしますので、79、80ページをお開き

ください。６項監査委員費、１目監査委員費の予算現額は2,349万5,000

円で、支出済額が2,300万9,583円でございます。主なものでは、１節報

酬の支出済額は98万4,000円で、監査委員２名分の報酬でございます。

２節給料から４節共済費までは、事務局職員３名分の人件費でございま

す。次に、９節旅費の支出済額は29万3,960円で、委員の費用弁償と職

員の旅費でございます。19節負担金補助及び交付金の支出済額は6万

7,000円で、本市監査委員が加入しております全国都市監査委員会など

の年会費と研究会などへの出席負担金でございます。 

 次に、主要施策の成果に関するご説明をいたします。主要施策の成果

に関する説明書の50ページをお開きください。それでは初めに、公平委

員会からご説明をいたします。１、公平審査事業でございますが、18年

度は職員からの措置要求や不服の申し立てはございませんでした。 

 実施内容でございますが、１、委員会開催は経費が8万4,000円で、規

則改正などで委員会を３回開催をいたしております。２の総会・研修

会・役員会参加は経費が10万2,340円で、広島県公平委員会連合会など

が主催する総会、研修会などへ委員と職員が参加をいたしました。３、

その他は経費が6万3,520円で、本市委員会が加入いたしております全国

公平委員会連合会などの年会費と中国支部総会、研修会の開催県負担金

でございます。 

 続きまして、２の苦情相談事業でございますが、18年度は３名の職員

から寄せられました４件の苦情相談に当たりました。実施内容でござい

ますが、17年度末の未処理が２件、18年度中に寄せられた相談が２件、

18年度中に処理したものが３件で、18年度末の未処理が１件となってお

ります。成果及び今後の課題でございますが、私ども事務職員は委員会

から職員相談員に指定をされ、委員会の指揮監督のもとに苦情相談に当

たっておりますが、相談内容が給与や執務環境など勤務条件全般にわた

るため、こういったこれらの知識の習得に努める必要がございます。公
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平委員会は以上でございます。 

 次に、固定資産評価審査委員会をご説明いたしますので、51ページを

ごらんください。３、固定資産評価審査事業でございますが、18年度は

審査の申し出が１件ございまして、その審査を行っております。実施内

容でございますが、１、委員会開催は経費が14万円で、審査の申し出の

ために委員会を４回、審査申し出以外に委員長選挙で１回委員会を開催

をいたしております。２のその他は経費が5万210円で、こちらの方は法

規の追録の費用でございます。固定資産評価審査委員会は以上でござい

ます。 

 最後に、監査委員事務局をご説明いたします。初めに、４、都市監査

委員会事業でございますが、18年度は４つの都市監査委員会が開催する

総会、研修会へ参加をいたしました。実施内容でございますが、都市監

査委員会総会、研修会参加は経費が51万7,565円で、広島県都市監査委

員会などが開催する総会、研修会へ監査委員、職員が参加をいたしてお

ります。 

 次のページでございますが、５の監査委員監査事業でございますが、

18年度は年度当初に予定をいたしました監査等をすべて実施をいたして

おります。実施内容でございますが、監査の経費が89万5,968円で、例

月出納検査、定期監査兼行政監査、決算審査、財政援助団体等の監査を

実施をいたしております。こちらの方の成果及び今後の課題でございま

すが、18年度は実施した各種監査の結果をすべて市のホームページの方

で公表をいたしております。今後は、監査の実効性を確保するために知

識の習得に努め、より短い期間で的確な監査を実施していく必要がある

と考えております。 

 以上で主要施策の成果の説明を終わります。 

○山本委員長  これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  日ごろ大変なご努力で監査に当たっていただいておることに、まず

敬意を表する次第でございます。 

 それで今回18年度の決算審査意見書の中から総括的な質疑を得る機会

をさきの本会議の中で逸しましたので、今回監査委員会の中で何点かち

ょっとご意見をお伺いしたいと思っております。 

 まず、委員会の意見書の中から普通会計の状況についてご説明がござ

いました。その中で16年度から18年度にかけて実質収支4億3,300万、こ

れは16年度で、17年度では4億2,000万円、それから18年度が2億400万円

というふうに推移をしているわけでございます。それで単年度収支は、

同様に3,400万から1,300万、それから18年度が2億1,500万という形で赤

字となっております。ついてはこの一般会計及び特別会計を合わせた総

額での単年度収支は3億1,400万円の赤字というふうになっております。

このことは翌年度繰り越し財源の減少化とともに、積立金の取り崩しに

よって次年度以降に向けて大きな財政運営にかかわってくる問題だとい
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うふうに思いますが、監査委員さんとしてこのことについてどういった

ような感想を持たれているのかというのが１点でございます。 

 続きまして、２つ目に、地方財政健全化法の制定から、ちょっと当面

早いんでございますが、21年度から施行されるという形で４つの財政指

標がその中で示されております。それは実質赤字比率であり、それから

連結実質赤字比率、それから実質公債費比率、将来の負担比率、これら

が総合的にあらゆる会計分野の中でまとめてその指標を眺めるというこ

とが法の趣旨とされておるわけでございます。かかる観点から総合的な

視点で、このことは監査あるいは議会審査が今後、公表性が試されるこ

とになろうかというふうに考えるわけでございます。このことについて

監査委員さんはどういうふうに思われておるか。また、大きな課題であ

ります今後の実質公債比率がちょっと心配をしておりますが、推計を監

査委員の立場から見てどういうふうに思われるのかというのが２点目で

ございます。 

 結びの中で、３点目は、触れられておりますが、今回行政評価システ

ムの導入において事務事業の評価シートによる主要事業の試行がなされ

た。このことについて今後どういう期待をされておるのか。できれば事

例を一、二点出していただいて、その論評をお願いします。 

 ４点目に、これも今当市の大きな課題でございますが、滞納整理の問

題がございます。この中で監査意見書には特には触れられておりません

が、他市の例を見ると専任の人材活用、これは外部から招聘したり、あ

るいは職員にしたり参事にしたりというような事例が見られますが、こ

の専任の人材活用について監査委員さんの目でどういうふうに考えられ

ておるか、そのことについてちょっとご意見を賜りたいと思うわけでご

ざいます。以上でございます。 

○山本委員長  それでは、ただいまの質疑に対して答弁を求めます。 

 上國監査委員。 

○上國監査委員  どうも失礼します。ただいま今村委員さんから４点ご質問をいただき

ました。私、議会からも田中監査さんが出ていただいておりますけれど

も、一応代表監査委員という立場でお答えをさせていただきます。 

 まず第１点目のことでございますが、翌年度繰り越し財源の減少化と

いうことで、実質収支はその年度に属するべき収入と支出の実質的な差

額で、その会計の黒字または赤字を意味し、地方公共団体の財政の判断

をする重要な基準ではございますが、地方公共団体は営利を目的してお

りません。黒字の額が大きいほど財政運営が良好とは判断できません。

一般的には標準財政規模の３から５％程度が望ましいとされており、そ

の割合をあらわす実質収支比率でございます。普通会計の実質収支比率

は、平成16年度が3.5％、平成17年度が3.3％、平成18年度が1.6％とな

っております。平成18年度は望ましいとされる範囲を下回っており、引

き続き厳しい財政運営を行う必要があると考えます。 

 次に、積立金の取り崩しでございますが、県内14市の19年度一般会計
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当初予算を見ますと、財源不足対策として財政調整基金は三次市を除く

13市で、減債基金も11市でそれぞれ取り崩しを予定しており、中でも庄

原、府中、大竹など５市は財政調整基金の平成19年度見込み額が県の指

針で市の目安としている５億円を割り込むと報道されております。当市

の財政調整基金は、平成19年度末見込み額が7億9,000万円余りで県の指

針をクリアしておりますが、予期しない収入減や大規模災害など不時の

支出に備え安易な取り崩しは現に慎むべきであると考えます。以上、第

１点のご質問でございます。 

 次に、２点目に、地方財政健全化について総務省が示された６月15日

に制定されたことについてでございますが、財政健全化法に伴う財政判

断指標の審査と公表についてでございます。ご質問のとおり、平成20年

度から４つの財政判断指標を監査委員の審査に付した上で議会に報告し、

公表しなければならないとされており、夕張市の財政破綻を受けて地方

公共団体の財政悪化に歯どめをかける新たなルールが設けられたわけで

ございます。財政判断指標を監査委員の審査対象とすることで指標値の

正確性と適切性を確保するという制度が設けられたことにより、これま

での決算審査などとは異なる審査能力が要求され、指標値のいかんによ

っては自動的に一定の処置がなされることになるため、指標値の検証責

任を負うことになり、監査委員に重い責任が課せられると思っておりま

す。 

 次に、実質公債費比率の推計についてございましたが、意見書の66ペ

ージ、ア、公債費の抑制についての中で実質公債費比率は公債費のピー

クを迎える平成22年度までは比率の低下が見込めない状況にあると述べ

ましたが、財政課が推計した比率を申し上げますと平成19年度が18％、

平成20年度が18.2％、平成21年度が18.3％、平成22年度が18.4％とピー

クを迎え、以後平成23年度は18.1％、平成24年度が17.9％と下降線をた

どるようでございます。 

 以上、質問２についてお答えし、続き、質問３でございますが、事務

事業評価シートによる主要事業の試行についてどのように思い、今後ど

のように期待するかについてでございますが、意見書66ページ、ウ、行

政評価システムについてで意見を述べておりますが、平成18年度で事務

事業の一部を試行し、平成19年度から全事務事業を対象として本格的に

実施されております。このシステムは、平成７年度に三重県が始めたも

ので、現在では全国的に普及しており、本市の取り組みは遅いくらいで

あると思っております。しかしながら、本市のさまざまな行政活動に計

画、実施、評価、改善のマネジメントサイクルを導入し、みずからの仕

事ぶりを評価して公表することは行政改革を着実に実施する上でも大い

に期待しているところでございます。ただし、この制度の導入の成否は、

職員の意識にかかっておると思います。やる気がないと絵にかいたもち

になるわけでございます。すべての職員に制度の趣旨を徹底し、職場を

挙げて取り組むことが肝要であると思います。 
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 今村委員さんから事例を挙げてということでございましたが、決算審

査の限られた日数の中で一通り抽出したものだけ聞かせてもらいまして、

ここで事例を発表するような資料も整えておりませんので、市の方が出

しておられる評価シートの一覧表ございますので、ごらんいただきたい

と存じます。 

 最後に、質問４で滞納整理に外部から招聘した人材を活用することに

ついてでございますが、昨年８月の中国新聞で広島県内の平成17年度市

町税の徴収率が掲載されておりましたが、市の部で大竹市が前年度７位

から一気にトップになったと報道されました。同市がトップになった要

因の一つとして、平成16年10月に国税局ＯＢを嘱託職員として招き、滞

納整理のノウハウを学んだとありました。専門知識を持つ職員がいない、

あるいは少ない場合は職員の自助努力を阻害しない範囲内で外部から人

材を招聘することは検討に値することだと思います。 

 以上４点、今村委員さんからのご質問にお答えをさせていただきまし

た。以上でございます。 

○山本委員長  ここで皆さんにお諮りいたします。本日の会議時間は、議事の都合に

より延長したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

  〔異議なし〕 

 異議がないようなので、延長いたします。 

 続いて、質疑がありますか。 

 岡田委員。 

○岡 田 委 員  １点お伺いいたしますが、評価システムの新しい手法というか、シ

ステム、同時に貸借対照の件も触れられていますが、そういう方法もあ

るにしても、市に入ってくる主なる財源はやっぱり今でも地方交付税な

んですよね。それが特例債の償還、これから先で始まるでしょう。その

分が地方交付税に70％算入されるが、その70％を差し引いた後の一般の

交付税ですよね、普通交付税、学校なり商店街なり、いろんな策定の基

準がありますよね、基礎算定客体といいますか、それをもとに確かに本

市に例えば80億の交付税が入っているというのは監査の段階で調査がで

きるようになっておりますか、システムは。１点お伺いします。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 上國監査委員。 

○上國監査委員  お答えになるかどうかわかりませんが、平成18年度の普通交付税は交

付されるべきものはすべて交付されているかについてでございますけれ

ども、決算審査においては調定額と収入済額を審査しておりますが、普

通交付税は調定額83億968万2,000円に対し収入済額は調定額と同額で、

収入未済はありません。歳入されるべきものは全額歳入されております。

以上です。 

○山本委員長  ほかに質疑ありますか。 

 熊高委員。 

○熊 高 委 員  先ほど総務の方で少しお伺いをしておりましたが、監査事務局も出
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席をされておりますので、先ほどのことを重ねて聞くようになると思い

ますが、18年度で一部業務委託制度の導入にかかわっていろいろ問題が

出ておりましたが、そういった制度に関しての課題に対して監査委員会

としてどのように調査をされ、どのように指導されたのか、その点につ

いてまず１点お伺いしたいというふうに思います。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 上國監査委員。 

○上國監査委員  ただいまの熊高委員さんの質問でございますけれども、私どもはいわ

ゆる詳しい調査をする、限られた時間内ではそこまで、非常勤の私ども

については時間が限界がございます。一応実態の状況を聞くにとどめて

おりますので、具体的にはまた事務局から説明を補足させていただきま

す。 

○山本委員長  佐々木事務局長。 

○佐々木監査委員事務局長  まことに申しわけありませんが、事務局も監査委員と審査の席に同席

をしておりましたので、内容につきましては監査委員と全く同じく、そ

こらの経過の説明を担当課の総務課の方から聞き取りをさせていただい

たというところでございます。ちょうど労働基準局が入るころだったと

思いますが、そこらで状況説明を受けたにとどめております。以上でご

ざいます。 

○山本委員長  熊高委員。 

○熊 高 委 員  昨年は非常に社会的な問題にもなりまして、そういった観点で安芸

高田市としても新聞報道にも出たという状況もありましたので、そうい

った視点が今後、例月の監査も当然やられておりますので、そういった

視点での監査というのも非常に重要かなという気がしております。特に

先ほどの成果についての監査委員の方で報告ありました、51ページです

かね、全国の監査委員会の総会あるいは広島県、中国地方、西日本、そ

ういったところでも非常に監査のあり方について研修をされて、有意義

な成果も出てきつつあるというふうな調書も出ております。今後の監査

の方向としてどういったポイントが必要であるかというところを、こう

いった成果を踏まえたということでありますので、監査委員事務局、代

表監査、上國委員さんも含めてそういった研修の中でこういったポイン

トで今後も進めていくんだというふうな成果があれば具体的に少しお話

をいただければと思います。 

○山本委員長  上國監査委員。 

○上國監査委員  ただいまのご質問でございますけれども、私どもそうした都市監査委

員の研修会も出席をさせていただいております。これから先ほど今村委

員さんからも質問がありましたように、大変厳しい財政事情、それから

このように第２庁舎ができまして、いわゆるランニングコストは当然か

かってくると思います。そうした財政の厳しい中で市民の皆さんのいわ

ゆる生活の安定と幸福、至福を求めるべく監査委員としての責務に準じ、

また市の職員さんのこれからの研さんを期待しながら一生懸命努めさせ
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ていただきたい。特に財政の運用につきましては、私、ご承知のように

一般の企業から出席しておりますので、行政の収入、支出についてはい

わゆる本当にどうなのかよくわからないというのが実態でございます。

そういう意味では現在総務省が行政においてもバランスシートであるキ

ャッシュフロー、それから行政の評価シート等も含めた行政コスト計算

書、いわゆる一般企業でいう損益計算書、貸借対照表等も導入して十分

に内容がわかるような財政運営にこれからは移行していただかないと一

般市民の皆さんに理解していただくことはできないのではないかという

ふうに考えております。一部蛇足になりましたが、お答えをさせていた

だきます。 

○山本委員長  佐々木事務局長。 

○佐々木監査委員事務局長  実は毎年年度の当初に両監査委員が監査委員会議というものを持ちま

して、その年に行う監査の計画書というものをつくっております。その

計画の中には、当然いろんな監査があるわけでございますが、その中に

どういうところに主眼を置くかということを定めております。 

 ちなみにちょっと18年度の計画を申し上げますと、まず定期監査でご

ざいますが、この定期監査につきましては、収入、支出、契約、財産の

管理及び旅行などの事務が適正かつ効率的に行われているか、また経営

に係る事業の管理が合理的かつ効果的に行われているかを主眼として実

施する。 

 次に、行政監査につきましては、監査委員において必要があると認め

るときは特定の事務事業の執行について適正かつ効率的に行われている

か、また法令等に従って適正に処理されているかを主眼として実施する。 

 次に、財政援助団体等でございますが、財政援助団体等に係る出納そ

の他の事務の執行が適正かつ効率的に行われているか。また、その財政

的援助等により所期の目的が達成されているかを主眼として実施する。 

 次に、例月出納検査につきましては、これは会計課及び水道事業の毎

月の現金の出納について計数を照合するとともに、現金及び預金の出納

事務が適正に行われているかを主眼として実施する。 

 決算審査でございますが、一般会計、特別会計、財産区会計につきま

しては、決算書その他の関係諸表の計数を確認するとともに、予算が合

理的かつ効果的に執行されているかを主眼として実施する。 

 水道事業につきましては、決算書その他の関係諸表の計数を確認する

とともに、経営成績及び財務状況を適正に表示しているか、また経営活

動が経済性を発揮しているかを主眼に実施する。 

 最後に、報告書の提出とか公表につきましては、監査または検査を終

了したときは結果に関する報告書を議会、市長等へ提出し、速やかに公

表する。なお、監査報告書は、市のホームページへも掲載するため市民

に理解しやすい表現とするよう努める。こういったふうにそれぞれの監

査につきまして主眼という部分についてのみ定めておりまして、そのほ

か細部につきましては監査の実施計画というものを定めまして、それま
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た監査委員が協議してどういったところをまたより細かくいこうとかい

うことを協議をして決定をしていただいております。以上でございます。 

○山本委員長  熊高委員。 

○熊 高 委 員  きょうの午前中も財政の方から財政運営の方針とか財政健全化計画、

そういったものが出され、先ほど上國代表監査が言われたようにバラン

スシートといったものも初めて安芸高田市も出てきたわけですね。そう

いった観点が非常に監査についても求められる時代だというふうに思い

ますので、さらに先ほど申されたようなことで監査としての役割を果た

していただきたいということを要望して終わります。 

○山本委員長  ほかに質疑はありませんか。 

  〔質疑なし〕 

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後５時０７分 休憩 

      午後５時２０分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○山本委員長  それでは会議を再開いたします。 

 続いて、平成18年度安芸高田市一般会計決算の認定についてのうち消

防本部所管の決算についてを議題といたし、概要説明を求めます。 

 竹川消防長。 

○竹川消防長  失礼いたします。それでは、18年度一般会計決算につきまして消防の

関係をご説明を申し上げます。 

 決算書の方で申し上げますと、117ページとなります。主要施策の成

果に関する説明書につきましては、156ページからの説明となります。

消防本部におきましては、総務課、防災課の２課で職員管理研修事業、

消防施設事業、火災予防事業、危険物施設許認可事業、消防資材整備事

業、消防団活動運営事業、消防施設管理事業に係る業務を実施いたして

おります。また、消防署におきましては、それぞれ第１、第２警防課、

通信指令室の４課で警防活動事業、救急活動、応急手当普及事業、消防

団連携、災害事案支援事業、消防施設管理事業に係る業務を実施いたし

ております。 

 内容といたしましては、消防、救急の専門技術の向上のため消防学校

への入校研修、また救命率の向上、高度化の推進を図るための救命士養

成所に１名出向、そして国家試験に合格をいたしております。施設整備

事業といたしまして、北部地域への救急車の現場到着の短縮を図るべく

北部の分駐所を整備いたしたところでございます。消防資機材の整備事

業といたしましては、高規格救急車、資機材、救助工作車等それぞれ整

備をいたしております。消防施設管理といたしましては、消防団詰所の

維持管理工事１カ所、防火水槽の改修工事４カ所、また消防団の車両と

いたしまして小型動力ポンプつき積載車３台を更新いたしております。
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18年度中の災害状況につきましては、火災件数は30件、救急件数は

1,362件で、救助件数23件となっております。 

 決算の全体的な内容でございますが、常備消防費につきましては5億

7,712万5,307円の決算であります。非常備消防費につきましては、

8,901万8,580円の決算額であります。消防施設管理費のうち消防本部が

担当しております消防施設管理費につきましては、3,090万114円を決算

いたしております。 

 以上、大枠の説明でございますが、続きまして、総務課長より決算書

と主要施策の成果に関する説明によりご説明を申し上げます。 

○山本委員長  久保総務課長。 

○久保消防本部総務課長  失礼いたします。それでは、ざっとではございますが、消防費につい

て決算書と主要施策の成果に関する説明書によりましてご説明を申し上

げます。 

 まず決算書の27、28ページをお開きください。歳入についてのご説明

をいたします。13款使用料及び手数料、２項手数料、５目消防手数料で

収入済額63万5,550円。 

 43、44ページをお開きください。15款県支出金、３項委託金、５目消

防費委託金で収入済額1万584円です。 

 続きまして、55、56ページをお開きください。20款諸収入、４項受託

事業収入、１目消防受託事業収入で収入済額1万4,742円です。 

 続いて、５項雑入、４目雑入、１節消防団員退職報奨金で収入済額

1,010万6,000円です。２節救急支弁金は収入済額622万2,560円です。次

の57、58ページをお開きください。３節雑入ですが、58ページの備考欄

をごらんください。下から４番目、消防本部関係雑入として146万8,440

円の収入となっております。 

 以上が消防本部取り扱い分歳入でございまして、収入未済はございま

せん。 

 続きまして、歳出のご説明をいたします。117、118ページをお開きく

ださい。９款消防費、１項消防費、１目常備消防費でございますが、5

億7,712万5,307円執行しております。一般職員人件費は、総務部総務課

が所管しておりますので、説明を割愛させていただきまして、それ以外

の常備消防費1億2,213万9,131円及び分駐所整備事業費6,240万9,145円

につきまして主要施策の成果に関する説明書によりましてご説明を申し

上げます。 

 説明書の156ページをお開きください。職員管理研修事業でございま

すが、行政職からの身分がえで消防吏員１名を採用しております。職員

の教育研修等の状況でございますが、広島県消防学校へ入校させるとと

もに、講師として５回、５名を派遣しております。救急高度化推進事業

として広島市救急救命士養成所に１名入所させ、国家資格を取得させま

した。また、吉田総合病院において救急救命士１名を気管挿管の研修を

受けさせ、認定を受けております。また、救命士５名を同じく吉田病院
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で研修させて、薬剤投与の認定を受けました。 

 157ページをお開きください。施設整備事業といたしまして北部分駐

所を設置し、北部地域における救急車の現場到着時間の短縮を図りまし

た。火災予防事業といたしまして、建築同意をいたし、また消防法令関

係の届け出、火災予防条例関係の届け出の審査、検査等を行っておりま

す。 

 158、159ページをお開きください。幼少年消防クラブの育成や学校教

育を通じて幼少期からの火災予防教育を推進するため防火指導、防火花

火、消防24時間体験学習等を行っております。防火対象物、危険物施設、

少量危険物移動タンク、一般住宅の査察を実施しております。また、自

衛消防隊消防競技大会を開催するとともに、小学生を対象とした防火ポ

スター、防火書道を行っております。これらにつきましては160ページ

にかけて記載しております。 

 161ページをお願いします。平成18年度中に30件の火災が発生してお

りまして、これらの火災ごとに出火原因を調査しております。 

 162ページをお開きください。危険物施設の申請、届け出関係の審査、

許認可及び検査を行っております。 

 163ページをお願いします。消防資機材整備事業として北部分駐所関

連の高規格救急自動車及び救急資器材、消防力の整備指針に定める救助

工作車及び救助資器材を整備いたしました。 

 164ページをお願いします。警防活動事業として27件の火災出動、23

件の救助出動をいたしております。 

 次に、救急活動事業として1,362件の救急出動をいたしております。

また、応急手当て普及事業を行っております。 

 165ページをお願いします。消防団連携事業といたしまして消防団員

を対象に訓練指導を行っております。 

 166ページをお開きください。災害事案支援情報管理事業でございま

すが、災害通報の19％が携帯電話によるものとなっております。また、

消防緊急指令施設、消防無線等の保守点検を行っております。 

 続いて、非常備消防費のご説明をいたします。決算書の119、120ペー

ジをお開きください。２目非常備消防費の支出済額8,901万8,580円です。 

 また主要施策の成果に関する説明書に戻っていただきまして、167ペ

ージをお願いします。消防団活動運営事業に係るものでございまして、

広島県消防学校へ入校させるとともに、幹部研修、初任者訓練等を実施

しております。 

 168ページをお願いします。消防団員の出動状況でございますが、火

災や水害等に45回、延べ2,680名が出動しております。 

 続いて、消防団員の報酬等の支払い状況でございますが、168から169

ページにかけて記載しております。報酬として3,119万9,752円、出動手

当等の費用弁償として2,831万310円を支払い、退職消防団員25名に

1,010万6,000円を退職報奨金として支給しております。 



68 

 続きまして、消防施設費でございます。決算書の120ページに戻って

いただきまして、右の備考欄をごらんください。３目消防施設費9,217

万6,982円のうち消防が担当しております消防施設管理費3,090万114円

についてご説明申し上げます。 

 説明書に戻りまして、169ページをお願いします。防火水槽への転落

防止や水量確保のための維持管理工事事業といたしまして防火水槽のフ

ェンス補修工事１カ所、防火水槽のふた設置工事３カ所、詰所維持管理

工事１カ所を執行しております。また、備品購入事業といたしまして小

型動力ポンプつき積載車３台を購入いたしております。 

 以上、簡単でございますが、要点の説明を終わります。 

○山本委員長  これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

 熊高委員。 

○熊 高 委 員  成果の159ページの消防24時間体験学習、プチファイヤーマンという

のが実施されておりますが、特に小学生を対象とした消防24時間体験学

習ということですが、これについてもう少し状況を詳しく知りたいので、

説明を願いたいと思います。 

 また、教育委員会等との連携があるのかないのか、その辺についてお

伺いしたいと思います。 

○山本委員長  答弁求めます。 

 久保総務課長。 

○久保消防本部総務課長  これにつきましては小学校の週５日制というものが導入されたのを機

会に幼少期からの防火思想の啓蒙普及という観点と総合的な学習の一環

ということも含めまして教育委員会等と連携をとりまして、主体として

は消防署が行っております。 

 対象は、小学校４年生以上の高学年ということでございまして、特に

気象状況のいい上半期について月１回土曜日の朝から日曜日の朝まで、

24時間それぞれ１人で消防署へ泊まっていただいて、消防署の一日を体

験してもらうという中で消防職員の日常の活動とか、そういうものを体

験することによって先ほど申し上げましたように防火思想の普及啓蒙と

いうものを図っております。 

 ただ、昨今の教育事情を見ますと、週５日制の見直しあるいはいわゆ

る授業時間の増ということで、必ずしも土曜日が学校が休みにならない

という状況が全国の中には散見されるようになってきておりますので、

この事業を続けるということが難しい状況になるやというふうに懸念は

しております。以上でございます。 

○山本委員長  熊高委員。 

○熊 高 委 員  体験をした小学生がどのような反応といいますか、どういう成果が

上がっておるのか。子どもによってそれぞれだというふうには思います

が、続けられないという状況があるかもわからないということですが、

成果が非常に高いのであれば続けるということも大事でしょうけども、

予算的にもこれだけに係る予算がどのくらいであったのかということと、
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その具体的な子どもの成果について再度お伺いします。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 久保総務課長。 

○久保消防本部総務課長  成果についてでございますが、終了して帰る前にアンケートを書かす

ようにしております。これによると非常に好評のようでございます。た

だ、防火思想の普及あるいはそういうものが浸透しておるかどうかとい

うことについては追跡調査なりできておりませんので、それと小学生

個々に違うかなというふうには思いますが、帰る前のアンケート上にお

いては非常によかったということを書いて帰っております。 

 経費的な面でございますが、職員がほとんど世話をしておりまして、

来た日の朝は家で食べてくる。昼は弁当を持ってきます。夜、職員と一

緒に夕食をとります。これはカレーライスです。ですからそれ以外の経

費はかかっておりませんので、来る児童の人数分のいわゆるお米代とカ

レーの材料費ということで、参加児童数によってばらつきはありますが、

年間としても数千円程度という経費でございます。以上です。 

○山本委員長  藤井委員。 

○藤 井 委 員  １点お伺いしたいと思いますが、18年度の出火が30件というふうに

報告されております。その中の出火原因の中で、いわゆる放火の疑いが

４件ですね、明確な放火が１件というふうな報告がされておりますけど

も、具体的にもう少し詳細をご説明いただければと思いますけども、こ

のことの対策をどのようにされているのか。また、こういったことがい

わゆる市民に対してどのように広報されておって、今年度そういったこ

とがどのような成果として出ているのか、その点についてお伺いしたい

と思います。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 児玉予防課長。 

○児玉消防本部予防課長  予防課長をしております児玉でございます。それでは、先ほどのご質

問に対してお答えをしたいと思います。 

 放火または放火の疑いということで件数が上がっておりますけども、

基本的に出火原因を確認をするときには消去法で行います。放火ではな

いのか、電気ではないのかというような部分でいろいろな項目の中から

消去法をしていって原因を特定できるもの、特定できないものという部

分で区分をいたしております。 

 確かにご指摘のように、４件と放火が１件ということになっておりま

す。これは疑いがあるということであって、明らかにだれかが現認をし

ているという状況でない限りは放火ということには、私が見つけました、

つけましたとかいうことにならない限りには疑いという部分の中で整理

をせざるを得ないというのが現状でございます。 

 それでそういうものに対しましての住民に対するＰＲでございますけ

ども、広報紙等において放火の対策等につきましては家の周りに放火が

できにくい環境をつくってくださいということでＰＲをいたしておりま
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す。また、ホームページ上におきましても出火件数等を上げております

し、市の広報紙、消防コーナーというのがございますけども、そちらの

方で毎月の部分の件数等を上げることによって啓発活動は行っているつ

もりではございます。 

 あと藤井委員さん、漏れがありましたでしょうか。よろしいですか。 

○藤 井 委 員  今年度の……。 

○児玉消防本部予防課長  今年度の出火……。 

○藤 井 委 員  成果。 

○児玉消防本部予防課長  成果は……。 

○藤 井 委 員  出てなけりゃいいです。 

○児玉消防本部予防課長  改めてその部分での検証は行っておりませんので、出ておりません。

申しわけございません。 

○山本委員長  ほかに質疑はありますか。 

 金行委員。 

○金 行 委 員  １点ご意見かご感想をちょっと。18年度に念願の北部分駐所ができ

ましたよね。非常にその地域の人に安心を与え、効果といえば安心を与

えることが私は効果だったと思いますが、それに伴っての何かのご意見

がございましたら。その地域の人に安心を与えるいうことが最大の効果

と思うので、長年念願しておられたことですが、ほかに具体的にあそこ

へできてこういうことがあったということが18年度ありましたらお聞か

せください。４月からだったですかね。済みません。それ以外もしあり

ましたらお聞かせくださいね。 

○山本委員長  答弁求めます。 

 高松署長。 

○高松消防署長  去年、この４月から開設されまして。実績は今年度になります。 

 参考までに言いますと、きょうまでに北部分駐所から41件出ておりま

す。これが美土里が12件、高宮が25、その他、これは甲田町３件、吉田

町１件ですが、４件、合計の41件出ております。 

 一番の効果としては、委員さんが言われるように、例えば川根地区と

か、美土里町でいいましたら智教寺はまだ出てませんけど、ほとんどの

ところが10分以上の短縮になっておるということが言えるのではないか

と思います。ましてや北あたりでありますと２分で着くとか５分で着く

とか、来女木あたりでも７分、８分とかいうような、こちらから行くの

と10分以上の短縮ができているということは言えると思います。以上で

ございます。 

○山本委員長  ほかに質疑ありますか。 

 赤川委員。 

○赤 川 委 員  １点お尋ねいたします。主要施策の159ページに下段の方に市内ひと

り暮らし老人を対象に火災予防の推進を図るというとこがありますが、

昨年度は独居老人の人数も出ていたというように思いますけども、個人

情報保護法が施行されましてそういったことが載っていないのかなと思
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うわけでございますが、この下段の表に査察状況が数字で計が1,141と

いうのがありますが、それがそういった独居老人の対象になる人数なの

か。と同時に、そういった個人情報保護法によって消防団との連携につ

いては現在どうなのか、そこらあたりをお伺いいたします。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 児玉予防課長。 

○児玉消防本部予防課長  先ほどのご質問でございますけども、ここの件数イコールひとり暮ら

しの方の人数ということではございません。率的に言いますと、定かで

はございませんけども、60％程度だと認識をしております。 

 それで個人情報の関係ですけども、これは審査委員会の方に諮ってい

ただいて、この情報は消防署の方でいただいております。 

 次に、消防団との連携の関係でございますけども、地元に密着した消

防団でございますので、十分そのあたりの方は地区の消防団の方が認識

されているのではないかと思っておりますけども、情報提供等は改めて

行っておりません。以上です。 

○山本委員長  赤川委員。 

○赤 川 委 員  昨年度は独居老人の方が1,500数名おられたと思いますが、現在それ

よりもふえていると思います。そういった中で、保護法が施行されまし

て消防団との連係プレーができてないということもはっきり言われまし

たが、そこらあたりは今後どうなんでしょうか。やはり連係プレーを持

つためにそういった情報交換をするということはできないんでしょうか。

それをもう１件お伺いしたいと思います。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 竹川消防長。 

○竹川消防長  今後の大きな課題だとは思っております。個人情報云々かんぬんが最

近ありましたけども、また特にごく最近につきましてはやっぱり命にか

かわる情報についてはちゃんと管理をすべきだということでございます

から、団長さんを通じ、また幹部、団の方とも協議をしながらそこらは

連携を図るべく対応させていただくように検討等させていただきたいと

思っております。以上です。 

○山本委員長  ほかに質疑ありますか。 

 松村委員。 

○松 村 委 員  主要施策の方の164ページですが、ただいまも先輩委員がちょっと触

れられたわけですが、救急出動が18年度1,362件、それでことし４月、

19年４月開始されました分駐所が41名もう既にそういうふうな救急体制

が行われとるいうことなんですが、今後そこの分駐所が24時間体制と、

とりわけ美土里町が134件、ここで見ますと高宮も149件というような、

高齢比率も高い中で、やはり安心・安全、市民へ対する安心をいただく

ためにも24時間体制というふうなことは今後どのようにお考えなのか、

そのことと、それから1,364件というのが大体救急、どういうふうな、

急患ですが、状況がわかればお聞かせいただきたいと思います。 
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○山本委員長  答弁を求めます。 

 竹川消防長。 

○竹川消防長  それでは、件数は後ほどとさせていただきまして、今後の分駐所の運

用の件でございますけども、この３月にも申し上げておりますけども、

まだといいますか、安心を与えることで作成、つくられた今の制度の中

で件数の推移を見ながらということでございますけども、当面今１日６

時間という限定の中でやっておりますから、とりあえず365日の救急出

動を可能にしたいということで進めております。365日、24時間という

ことになるかどうかはまだ定かな模様はございませんけども、随時まだ

まだ件数の状況を監視しながらそこらのところは考慮したいと。まずは

365日を目標にしておりますけども、まだ採用が完了しないということ

で、窓口は開いておりますけど、応募がないという状況でございます。 

 件数の件については、ちょっと主管の方から説明させます。 

○山本委員長  続いて、答弁求めます。 

 児玉予防課長。 

○児玉消防本部予防課長  先ほどのご質問ですけども、現在の18年のデータはあいにく手持ちに

ございませんけども、大体件数的にいきますと例年推移的な部分で

1,300程度を今後も推移していくのではないかと認識をしております。 

 続きまして、種別の割合ですけども、おおむね大体60％程度が急病に

なっております。ということでご理解いただきたいと思います。以上で

す。 

○山本委員長  ほかに質疑ありませんか。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  ２点ほど伺いをいたします。 

 建築の同意の中で消防同意の件数が18年度44件という形で出ておりま

すが、この件数がここ数年どういった傾向にあるのか。新市になってか

ら以降でよろしいので、その経緯について資料があればご説明を願いた

いのと、各種今の届け出の問題でございますが、近年この件数がどうい

うような変遷を遂げているのか、特徴的なことがあればご報告をお願い

したいと思います。 

○山本委員長  答弁を求めます。 

 児玉予防課長。 

○児玉消防本部予防課長  ご質問の件でございますけども、件数的にいきますと17年が42件でご

ざいますので、大体40件前後を推移するのではないかというふうに認識

をいたしております。 

 特徴的なものという部分については、改めて分析をしておりませんけ

ども、改めて言うほどのものはないのではないかと思っております。以

上です。 

○山本委員長  ほかに質疑ありませんか。 

 青原委員。 

○青 原 委 員  先ほど松村委員さんの方からも出ましたが、消防署・本部の考え方
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はわかりましたが、市としての考え方をやはり聞かなければならないと

いうふうな思いがしておりますので、やはりこれは予算が伴いますので、

副市長しかおられませんが、市長の考えを聞きたかったので、できれば

そこらあたりの考え方をお聞かせ願いたいと思います。 

○山本委員長  増元副市長。 

○増元副市長  失礼します。これまでのこの件につきましては、24時間体制、365日

ということは当然地元の方からもそういった、ことしの行政種別の懇談

会でも市民の皆さんの意見としてはございました。議会に対しましても、

またそういった市民の皆さんの、市長としても一定の考え方は述べさせ

ていただいておるというふうに思いますけれども、それは先ほど消防長

が述べましたことと大きく違っておりませんで、ほぼ同様であるという

ふうに思っております。利用の実態をもう少し見させていただきたいと

いうこともありますし、職員体制の問題もあるわけでございまして、可

能であればそれは実施をしたいというようなことで懇談会でも答えをさ

せていただいておるというふうに思います。以上であります。 

○山本委員長  ほかに質疑ありませんか。 

  〔質疑なし〕 

 質疑はないようでありますので、質疑を終了いたします。 

 以上で消防本部所管の決算審査の質疑を終了いたします。 

 以上で本日の決算審査特別委員会の審査を終了いたし、散会いたしま

す。 

 次回は、明日27日午前10時に再開いたします。ご苦労さまでした。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後５時５７分 散会 

 


